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第1章 序論 

1.1 本研究の背景 

 1.1.1 再生可能エネルギーの導入拡大 

現在，低炭素社会の実現に向けて再生可能エネルギーの導入が世界的に進んでいる。再生

可能エネルギーとは，国際エネルギー機関（IEA: International Energy Agency）によると，「絶

えず補充される自然のプロセスに由来するエネルギー」と定義されている。日本では，「エ

ネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用及び化石エネルギー原料の有効な利

用の促進に関する法律」で「エネルギー源として永続的に利用することができると認められ

るもの」として『太陽光発電，風力発電，バイオマス（燃料製造，熱利用，発電），太陽熱

利用，地熱発電，地中熱利用，温度差エネルギー，雪氷熱利用，水力発電（揚水は除く），

海洋エネルギー（波力発電，潮流発電，海洋温度差発電）』が規定されている。再生可能エ

ネルギーは，枯渇資源である石油や石炭などの化石燃料とは異なり，エネルギー源とする太

陽光や風力は枯渇することがなく，発電時に CO2 を発生させないため，環境負荷が小さく

クリーンなエネルギーであるが，天候や季節，時間帯等の条件に左右されるため出力が不安

定であるという特徴を持つ。 

図 1.1 に示すように，IEA によると，2015 年末時点で全世界の PV 累計導入量は 228 [GW]

となっており，1 年間で 51 [GW] 導入されたことになる[1,2]。 

 

  

図1.1 PV累計導入量（左：2014年末時点，右：2015年末時点） 

（出典：IEA PVPS “Trends 2015 in Photovoltaic Applications”[1]， 

“Trends 2016 in Photovoltaic Applications”[2] より作成） 

177

GW 
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日本においても，2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災以降，再生可能エネルギーへ

の関心が高まったことや，2012 年 7 月に「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調

達に関する特別措置法」により FIT（Feed-in Tariff：固定価格買取制度）が施行される等，

エネルギーセキュリティ（供給量に影響する偶発的・突発的なリスクに対し，安定的な燃料

調達ができているかの実現度合い）や CO2 排出量削減による地球温暖化対策の観点から国

家として再生可能エネルギーの導入を推進していることを背景として，とりわけ PV

（Photovoltaic：太陽光発電）システムの導入が急増している。日本における，2016 年 12 月

末現在の PV 累計導入量は 34.15 [GW]で，2015 年 12 月末時点の 23.41 [GW]から 1 年間で

10.74 [GW]の増加であった。表 1.1 に示すように，環境省では，今後の PV 導入について，

2020 年までに約 63 [GW]，2030 年までに約 102 [GW]，2050 年までに約 248 [GW]という累

計設置容量を見込んでいる[3]。 

 

表 1.1 再生可能エネルギー電気の発電設備容量の推計値 

（出典：環境省「平成 26 年度 2050 年再生可能エネルギー等分散型エネルギー普及可能性検

証検討委託業務報告書」[3] より作成） 

低位 中位 高位 低位 中位 高位 低位 中位 高位

6,029 6,311 6,311 6,778 10,197 10,874 22,132 24,844 27,249

太陽光発電（戸建住宅） 1,681 1,702 1,702 2,780 3,060 3,060 12,609 14,779 16,950

太陽光発電（非住宅等） 4,348 4,610 4,610 3,999 7,137 7,814 9,523 10,065 10,300

1,113 1,179 1,323 2,157 2,880 3,250 2,157 5,000 7,000

風力発電（陸上） 1,059 1,070 1,100 1,647 2,170 2,370 1,647 2,700 3,500

風力発電（着床） 53 56 140 240 300 320 240 650 800

風力発電（浮体） 2 54 83 270 410 560 270 1,650 2,700

1,146 1,146 1,146 1,146 1,146 1,146 1,251 1,251 1,251

1,006 1,097 1,188 1,056 1,238 1,420 1,157 1,520 1,884

82 82 82 219 228 241 493 632 792

508 579 651 508 595 682 508 623 738

黒液・廃材 409 409 409 409 409 409 409 409 409

その他バイオマス 99 170 242 99 186 273 99 214 329

0 0 0 150 207 349 536 823 1,395

9,884 10,395 10,700 12,014 16,491 17,962 28,233 34,693 40,308合計

単位：万kW
2020年 2030年 2050年

太陽光発電【小計】

風力発電【小計】

大規模水力発電

中小水力発電

地熱発電

バイオマス発電【小計】

海洋エネルギー発電
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 1.1.2 再生可能エネルギー大量導入時の課題 

PV や風力発電等の再生可能エネルギーの系統への大量連系を可能にするには，スマート

グリッドの技術開発が必要であると言われている。スマートグリッドとは，最新の IT を活

用して電力供給，需要に係る課題に対応する次世代電力系統とされる概念である。一般に，

再生可能エネルギー等の分散型電源の大規模導入に向けて，従来からの大規模電源と送配

電網との一体運用に加え，高速通信ネットワーク技術等を活用し，分散型電源，蓄電池や需

要側の情報を統合活用して，高効率・高品質・高信頼度の電力供給システムの実現を目指す

ものとされる。図 1.2 はスマートグリッドの概念図の一例である[4]。 

 

 

図1.2 スマートグリッドの概念図 

（出典：経済産業省「次世代エネルギーシステムに係る国際標準化に向けて」[4]） 

 

スマートグリッド実現のために，日本国内で「次世代エネルギー・社会システム実証事業」

がスタートしている。これは，エネルギーマネジメントシステムの実証にとどまらず，交通

システムやライフスタイルの変革等の各種実証項目を含む国内実証事業で，全国 19 地域か

らの応募があり，2010 年 4 月に実証地域として，横浜市（神奈川県）・豊田市（愛知県）・

けいはんな学研都市（京都府）・北九州市（福岡県）が選定され，実証が行われている。し

かしながら，スマートグリッド実現のためには多くの技術課題が残されている。これらのう
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ち主要なものとして，①余剰電力，②発電電力の不確実性，③周波数調整力の低下，④電圧

管理の複雑化，⑤供給信頼性の確保，⑥通信セキュリティの 6 つが挙げられる。 

以下では，それぞれの課題について概説する。 

課題①：余剰電力 

出力制御が困難な再生可能エネルギー電源が増加すると，需要が少ない季節や時間帯に，

PV 発電電力とベース電力（原子力・水力・火力最低出力）の合計が総需要を上回り，需給

バランスが保てない状況となり，いわゆる余剰電力が発生する可能性がある。図 1.3 は余剰

電力発生のイメージを示したものである。 

 

 

図 1.3 太陽光発電の大量導入時における余剰電力発生のイメージ 

 

この余剰電力対策としては，電力系統における蓄電池の設置や揚水発電の新増設，また，

余剰電力を発生させない，あるいは余剰電力の発生量を軽減するための太陽光発電の出力

抑制などの対策が必要である。しかしながら，これらの対策を実施する上でも多くの課題が

ある。たとえば，蓄電池を設置する場合には，系統状況に合わせた充放電制御方法の確立が

必要であるし，揚水発電を新設するためには適地の確保や建設に掛かる期間の問題もある。

また，太陽光発電の出力抑制を行う場合には，まず通信インフラ等の仕組みを整備すること

は必須であり，出力抑制に対するインセンティブをどのように決定するかなどの課題が挙

げられる。 
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課題②：発電電力の不確実性 

PV や風力発電の発電出力は，気象条件の影響で大きく変動する。図 1.4 は広島工業大学

図書館屋上に設置された PV の発電電力の 1 分毎の時間変化の一例を示したものである。同

図の 2015 年 7 月 30 日のデータに着目すると，雲の掛かり具合によって 1 分後に出力 40％

程度に落ち込むことが何度もあったことが確認できた。現状の電力系統は，需給バランスを

保つために総需要電力を予測し，総発電電力をそれに合わせるように出力調整を行ってい

る。総発電電力には，図 1.4 に示したような PV 発電電力も含まれているため，系統全体で

捉えた場合には急峻な変化の打ち消し合いによる平滑化，いわゆる「ならし効果」があると

はいえ，このような再生可能エネルギーの不確実性を見込んだ運用計画が必要になる。 

 

 

図 1.4 PV 発電電力の時間変化の一例（広島工業大学） 

 

 

課題③：周波数調整力の低下 

安定した電力供給のためには，時々刻々と変動する需要に対して各発電所の出力を制御

し，常に需要と発電を一致させる必要があり，これによって周波数を一定に維持している。

もし，このバランスが崩れると，周波数が変動し，需要家側の電気機器の運転に影響を与え

る可能性があるだけでなく，一定値以上に周波数が変動すると，発電機の保護機能が働き，

系統から次々と発電機が解列（発電機が電力系統から切り離されること）することにより大

停電を引き起こす。周波数は図 1.5 に示すように，需要よりも発電が小さい場合には電気が

不足して周波数が低下し，需要よりも発電が大きい場合には電気が余って周波数が上昇す

る[5]。  

P
V
発

電
電

力

時刻

PV発電電力の時間変化

2015/8/18（雨）

2015/7/30（晴れ／曇り）
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図 1.5 需要と発電の調整イメージ 

（出典：新エネルギー・産業技術総合開発機構「再生可能エネルギー技術白書第2版」[5]） 

 

 

課題②，③の対策として，太陽光発電の出力変動に対応する短期的な需給バランス・周波

数調整力の確保のため，揚水発電の新増設や電力系統における蓄電池の設置，火力・水力発

電との協調制御に向けた蓄電池の制御技術の開発が必要である。 

 

 

課題④：電圧管理の複雑化 

配電系統に連系される再生可能エネルギー，特に住宅などに設置される太陽光発電が増

加すると，配電系統において電力が逆潮流することによって，連系点の電圧が電気事業法第

26 条に基づく適正値（101±6V）を逸脱する，いわゆる電圧上昇の問題が生じる可能性があ

る。図 1.6 は配電系統における電圧上昇のイメージを示したものである[6]。電圧を適正値に

維持することは，需要家側の電気機器の正常使用や寿命等への影響，系統側の機器保護の観

点から必要とされており，電圧が適正値を超えないよう太陽光発電の出力を抑制するなど

の対策が求められる。 

加えて，配電系統に接続される再生可能エネルギーによる逆潮流がさらに増加すると，配

電用変電所においても逆潮流が発生する。これをバンク逆潮流といい，以前は電気設備の技

術基準により禁止されていたが，2013 年の法改正によって容認された。しかしながら，配

電用変電所に設置されている制御装置は，配電用変電所の電圧が高く，系統末端の電圧が低

いこと，すなわち潮流方向は配電用変電所から系統末端へ向かう一方向であることを前提

に設計されており，バンク逆潮流を可能にするためには保護装置の追加設置や既設装置の

更新が必要となる。  
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図 1.6 配電系統における電圧上昇のイメージ 

（出典：経済産業省「低炭素社会実現のための次世代送配電ネットワークの構築に向けて」[6]） 

 

課題⑤：供給信頼性の確保 

電力系統を構成する送電線や変圧器などの設備は定期的に停止して保守作業が行われて

いる。保守作業中は送電ルートが変更されており，電力の安定供給の観点から事前検討後に

実施されているが，PV 等再生可能エネルギーの発電出力の急変により保守作業が困難な状

況も発生している。 

また，緊急停止事故を含む系統事故時に想定されるものとして，再生可能エネルギー電源

の単独運転と不要解列の問題がある。 

単独運転とは，落雷等による系統事故時や緊急停止時に，本来通電を停止すべき電力系統

において，太陽光発電等の分散型電源の運転（単独運転）により通電が継続されることで，

この単独運転が継続された場合，公衆感電，機器損傷の発生，消防活動への影響，作業員の

感電のおそれがある。現在，低圧・高圧配電系統に連系される太陽光発電設置者には，配電

系統の事故時等に系統から切り離す単独運転防止装置の設置が電気設備の技術基準の解釈

（第 276 条）に基づき義務づけられているが，現行の単独運転防止装置では，太陽光発電が

集中的に導入された場合，単独運転防止装置の相互干渉等により単独運転を検出できない

おそれがある。さらに，日本の配電系統では最短で 15 秒後には送電が再開される場合があ

り，この時に解列していなければ，インバータの焼損などの機器故障リスクもある。 

一方，不要解列とは，本来解列すべきでない程度の電力系統の周波数や電圧の乱れが生じ

た時に，動作する必要のない単独運転防止装置が動作する，瞬間的に電圧低下の影響を受け

る等の理由により，太陽光発電が解列することをいう。この不要解列が一斉に発生すると，

需給バランスが崩れる等の恐れがある。 
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課題⑥：通信セキュリティ 

経済産業省が発表したエネルギー基本計画[7]では，「2020 年代早期に，スマートメーター

を全世帯・全事業所に導入するとともに，電力システム改革による小売事業の自由化によっ

て，より効果のある多様な電気料金設定が行われることで，ピーク時間帯の電力需要を有意

に抑制することが可能となる環境を実現する。」との方針が示された。現在，この方針に従

って，各電力会社ではスマートメーターの導入が進んでいる[8]。2016 年 11 月末時点での電

力会社別スマートメーターの普及状況を表 1.2 に示す。このスマートメーターの双方向通信

により，需要家の電力等使用情報や遠隔開閉用の制御信号が通信ネットワーク上に流通す

るため，個人情報の漏えいやサイバーテロ等，情報セキュリティの脅威が増大することが予

想されている。 

 

表 1.2 電力会社別スマートメーターの普及状況（2016 年 11 月末時点） 

（出典：経済産業省「電力及びガスの小売全面自由化について」[8]より作成） 

電力会社 
導入実績 

（万台） 

低圧メーター数 

（万台） 
導入実績割合 設置完了時期 

北海道電力 60.2 370 16.3% 2023 年度末 

東北電力 121.9 666 18.3% 2023 年度末 

東京電力 863.1 2,700 32.0% 2020 年度末 

中部電力 229.5 950 24.2% 2022 年度末 

北陸電力 30.8 182 16.9% 2023 年度末 

関西電力 683.6 1,300 52.6% 2022 年度末 

中国電力 67.2 495 13.6% 2023 年度末 

四国電力 32.9 265 12.4% 2023 年度末 

九州電力 224 810 27.7% 2023 年度末 

沖縄電力 6.8 85 8.0% 2024 年度末 

全国 2,320 7,823 29.7% 2024 年度末 

 

  



第 1 章 序論 

12 

 

1.2 研究目的 

前項で示したように，再生可能エネルギーが系統に大量連系することによって電圧分布

や電力潮流は複雑化するため，様々な問題を引き起こす恐れがあり，これらの問題を解決す

るためには，多くの技術課題が残されている。このため，今後さらに増加する再生可能エネ

ルギーの系統への連系に対応できる新たな系統管理・運用システムが求められている。 

本研究では，前項で示した 6 つの主要な課題のうち『電圧管理問題』に焦点を当て，PV

大量導入時の複雑な電圧プロファイルに対して，適正範囲内に電圧を維持することが可能

な配電系統電圧制御方式を提案することを主目的とする。 

これまでにも，配電線フィーダの電圧制御について数多くの研究が実施されている[9-57]。

図 1.7 は配電系統の電圧制御機器を示したものである。これまでの研究を制御機器に着目し

て分類すると 4 種類に大別できる。 

 

SVR

PTr

Load

PTr

LRT

PCS
PV

PCS
PV

Load Load Load

Load PCS
PVSVC

CS

異系統

異系統

異系統

PTr

PTr

PTr

PTr

PTr

PTr

SVR

PCS
PV

Load

 

図 1.7 配電系統の電圧制御機器 

 

まず，第 1 の方法は従来機器である LRT（Load Ratio Transformer：負荷時タップ切換変圧

器）と SVR（Step Voltage Regulator：電圧調整器）の高度な利用および両者を協調した方法

[9-13]である。しかし，基本的に LRT と SVR は潮流方向が電源側から負荷側への一方向であ

った時代に考案された機器であるため，逆潮流が発生する複雑な電圧プロファイル有する

配電線フィーダに対して，これらの機器のみを用いた電圧制御には限界があると考えられ

る。PV が大量導入された状況を考えると，その出力変動に伴う電圧変動が各所で発生し，
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配電線フィーダの電圧プロファイルに与える影響は，非常に複雑になることが予想される。

すなわち，配電用変電所の同一バンクに連系する複数のフィーダの内，フィーダ 1 では上限

電圧逸脱，フィーダ 2 では下限電圧逸脱が同時に発生する可能性がある。このような状況で

は，送り出し電圧を一律に上下する LRT での対策は取れなくなる。また，線路途中に導入

されている SVR のタップ管理の複雑化と共に，SVR の新設なども必要になることが予想さ

れる。 

第 2 の方法は，SVC（Static Var Compensator：静止型無効電力補償装置）などの機器を導

入した方法[14-17]である。これらの方法は，装置を新設するため，機器の導入コストの問題や

設置箇所・容量の選定などが課題となり，様々な手法が提案されている。さらに，今後も系

統状況が頻繁に変更されることが予想される現在の状況では，設置箇所・容量をどのタイミ

ングで決定するべきかという問題もある。 

第 3 の方法は，太陽光発電装置に併設される PCS（Power Conditioning System：パワーコ

ンディショナ）を用いた方法[18-39]である。これらの方法は，PCS の機能により PV 発電電力

の有効電力と無効電力を変更することで電圧制御するもので，様々な手法が提案されてい

る。たとえば，文献[20]では，無効電力発生機能を追加した PCS を試作し，実証試験により

PCS 容量を増加させることなく電圧変動を抑制できることが実用レベルで示されている。

しかし，配電線フィーダ内に複数箇所に設置される PCS に対する協調方式の検討が残され

ている。 

第 4 の方法は，PTr（Pole mounted Transformer：柱上変圧器）のタップ制御を用いた方法

[40-42]である。たとえば，文献[40]では，電圧制御問題を幾つかの負荷断面での電圧余裕の最

大化問題として定式化し，例題系統でその性能が評価されている。柱上変圧器タップ・SVR

配置・送出し電圧を総合的に考慮した実用的な系統条件での最適解の探索への見通しが示

されている。しかし，どのようなシステム構成にして実用化するかについての検討が残され

ている。文献[41]は，電圧補償用の直列変圧器を具備した新しい柱上変圧器を開発し，フィ

ールド試験により実系統への適用の見通しが示されている。しかし，追加した制御箱内の中

に，あらかじめ負荷の平等分布や末端集中分布等の係数を制御パラメータとして格納して

おく必要があるため，負荷分布が変更された場合（系統構成や平日・休日負荷，および時間

帯での負荷変動など）の対応が課題となっている。 

一方，システムの構成方法に着目してこれらの研究を分類すると，“集中型システム[43-50]”

と“分散型システム[51-58]”の 2 種類に大別することができる。 

集中型システムは，数理計画法やメタヒューリスティックなどを用いて調相設備や負荷
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時タップ切替変圧器のタップ操作を最適化問題として解く方法である。この方法は，基本的

に制御対象の全ての情報を収集した上で最適化問題を解く必要がある。しかし，住宅団地，

オフィスビル，工場などに設置される分散電源の新設や撤去を伴う情報を収集し，管理する

ことは極めて困難であると言える。したがって，今後さらに進む再生可能エネルギーの大量

導入に対応した配電線フィーダの電圧制御には，集中型システムでの対応は難しいと考え

られる。 

これに対して分散型システムは，隣接する変電所のデータを局所的に交換することによ

って自律的な制御を行うものである。たとえば，文献[51]は LRT と SVC との組み合わせの

方法が提案されているが，この分野の初期の論文であり再生可能エネルギーが導入された

場合の評価は実施されていない。文献[54]は配電系統の電圧制御に初めてエージェントを用

いた方式の提案であるが，ある時間断面の負荷状況から算出される電圧感度を用いた概念

的な提案に留まっている。エージェントを用いて，文献[55]では従来の VQC に機能を追加

する方式や，文献[56]では変電所の 1 次側母線の適正化のために移動エージェントを用いて

2 次側母線の調相設備を制御する方式や，文献[57]では LRT による電圧制御と調相設備によ

る無効電力制御を組合せる方式が提案されている。しかし，これらの提案方式は本論文で対

象とする配電系統を扱うものではない。 

このように，再生可能エネルギーの大量導入をきっかけとして，電圧制御についての研究

は盛んに行われている。この状況は，電力システムの長い歴史からすると最近の事象の一つ

であると言える。現在は，新しい環境における電圧制御に関する研究の黎明期であり，電力

品質を確保した上で保守性，経済性等が優れた手法の開発が期待されている。 

本論文では，配電系統の電圧管理問題に対して，前述の制御機器に着目した分類において，

第 3 と第 4 の方法をベースとした配電線フィーダの電圧制御方式を提案する。本論文で提

案するシステムは，情報をある程度集約し全体的な意思決定をする集中型システムの考え

方と，分散電源や系統構成の頻繁な変化を許容できる分散型システムの考え方を融合した

“ハイブリッド型システム”を目指すものである。 
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1.3 本論文の構成 

本論文は，全 6 章で構成される。 

第 1 章では，序論として本研究の背景と目的を述べる。 

第 2 章では，柱上変圧器タップの自律制御による配電線フィーダ電圧制御方式を提案す

る。この方法は，前節で示した制御機器に着目した分類において，第 4 の方法に着目したも

のである。まず，PTr の機能と役割を概説した後，PTr に自身の電圧と電力のセンシングと

タップ制御機能を新たに実装すると仮定し，このセンシング結果から，自律的にタップを制

御することで母線電圧を適正範囲内に保つ電圧制御方式を提案する。提案する制御則を実

装した PTr を含んだ簡単な配電線フィーダモデルを作成し，シミュレーションにより提案

方式の有効性を示す。 

第 3 章では，分散電源の力率制御による配電線フィーダ電圧制御方式を提案する。この方

法は，前節で示した制御機器に着目した分類において，第 3 の方法に着目したものである。

まず，PV に併設される PCS の機能と役割を概説した後，複数の分散型電源の力率制御を協

調させ，フィーダ内完結型の電圧制御方式を提案する。簡単な配電線フィーダモデルを作成

し，配電線フィーダに対応する“フィーダエージェント(F_AG)”と，連系する需要家や太陽

光発電所の母線に対応する“母線エージェント（B_AG）”の 2 種類のエージェントから構成

されるマルチエージェントシステムを用いて計算機シミュレーションを実施して，その有

効性を示す。また，対象を複数フィーダ制御に拡張する第一歩として 2 つのフィーダの電圧

制御を実施し，提案手法の有効性を示すと共に，マルチエージェントシステムを採用したこ

とによる系統状況の変更に対する拡張性を確認する。 

第 4 章では，分散電源の力率制御と配電用変電所 LRT のタップ制御による配電線フィー

ダ電圧制御方式を提案する。この方法は，前節で示した制御機器に着目した分類において，

第 3 の方法をベースに，既存の代表的な電圧制御機器である配電用変電所 LRT のタップ制

御との協調制御方式を提案するものである。まず，LRT の機能と役割を概説した後，第 3 章

で有効性を示した分散電源の力率制御と配電用変電所 LRT のタップ制御を組み合わせた方

式を提案する。配電用変電所 LRT に対応する“変電所エージェント(SS_AG)”と，配電線フ

ィーダに対応する“フィーダエージェント(F_AG)”と，連系する需要家や太陽光発電所の母

線に対応する“母線エージェント（B_AG）”の 3 種類のエージェントから構成されるマルチ

エージェントシステムを用いて計算機シミュレーションを実施して，その有効性を示す。 
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第 5 章では，分散電源の力率制御とフィーダ間連系開閉器制御の組み合わせによる配電

線フィーダ電圧制御方式を提案する。この方法は，前節で示した制御機器に着目した分類に

おいて，第 3 の方法をベースに，別フィーダとの連系を制御するフィーダ間連系開閉器との

協調制御を提案するものである。まず，フィーダ間連系開閉器の機能と役割を概説した後，

第 3 章で有効性を示した分散電源の力率制御とフィーダ間連系開閉器制御を組み合わせた

方式を提案する。配電線フィーダに対応する“フィーダエージェント(F_AG)”と複数の F_AG

間の連系を管理する“フィーダグループエージェント(FG_AG)”，配電線に連系する需要家

や太陽光発電所の母線に対応する“母線エージェント（B_AG）”の 3 種類のエージェントか

ら構成されるマルチエージェントシステムを用いて計算機シミュレーションを実施して，

その有効性を示す。 

最後に，第 6 章では，本研究で得られた成果をまとめると共に，今後の課題及び展望につ

いて述べる。 
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第2章 柱上変圧器タップの自律制御による

配電線フィーダ電圧制御方式 

配電系統の電圧制御に係る機器の中で，柱上変圧器（PTr: Pole mounted Transformer）は，

一つの鉄心と巻数の異なる 2 つのコイルで構成され，この巻数比によって 6,600[V] 級の入

力（1 次側）電圧を 105/210[V] 級の出力（2 次側）電圧に変圧するもので，電力会社等の電

気事業者が管理する電圧制御機器の中では需要家に最も近い位置にある。したがって，電気

事業法施行規則第 44 条で規定されている「電気の供給場所での電圧」は，同図に示す PTr

の 2 次側電圧にほぼ等しい。すなわち，電気事業法の規定を満足するためには PTr の 2 次

側電圧を管理すれば良いと言える。 

そこで本章では，図 2.1 の配電系統モデルに示すように，需要家に最も近い場所にある電

圧調整機器である PTr に着目し，系統構成の変化や平日・休日負荷パターンの変化，および

時間帯での負荷変動などに対応できるリアルタイム制御を考慮し，制御パラメータの変更

が不要である新しい電圧制御方式を提案する。 

なお，本章の内容は，一連の究成果をまとめた論文[42]に基づいたものである。 
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図 2.1 配電系統の柱上変圧器による電圧制御方式  



第 2 章 柱上変圧器タップの自律制御による配電線フィーダ電圧制御方式 

18 

 

2.1 緒言 

本章で制御対象とする PTr は，一般に，巻数比の違いによって 4 つ程度のタップ数を有し

ている。このタップ値は頻繁に変更することを想定していないため，設置されている PTr の

大部分は，自動もしくは遠隔操作によってタップ値を変更できる機能を有していない。この

ため，新たに住居等に小規模 PV システムが連系するなどの理由で電圧プロファイルが変化

して，タップ変更の必要が生じた場合には当該 PTr の設置場所まで行ってタップ変更作業

を行わなければならない。 

そこで本章では，PTr には自身の電圧と電力のセンシングとタップ制御機能を新たに実装

すると仮定し，このセンシング結果から，PTr に実装した制御用ソフトウェアの自律動作に

より，タップ値を制御し，厳しい需給バランスの変動に対応できる電圧制御方式を提案する

[42]。なお，PTr の変圧比（タップ値）を制御可能なリミットまで使用しても電圧違反が残る

場合には，たとえば，LRT 制御との協調が必要となるが，本章では PTr の自律制御方式の開

発に焦点を当てるため，LRT との協調は対象外とする。 

2.2 提案する電圧制御方式 

本方式は，配電用変電所に接続された 1 つの配電線フィーダを対象とする。なお，フィー

ダの各相電流は平衡しているものと仮定する。 

本提案方式の特徴を以下に示す。 

（１）本方式は，PTr が電圧と通過電力（皮相電力）を計測し，自律的にタップを制御し，

電圧プロファイルを適切に管理する方式である。 

（２）2 次側電圧は，あらかじめ設定された電圧上下限電圧（後述の運用目標電圧）を逸脱

した場合の「タップ制御」に利用する。一方，通過電力は，当該 PTr のローディング

値（皮相電力／定格容量）を考慮した「タップの戻し制御」に利用する。 

（３）現状，PTr のタップ値の変更はオンラインで実施されていないため，PV は連系規定

により，85%以上の固定力率での連系になっている。しかし，提案方式では力率 100%

で連系できる可能性が高まり，需要家のメリットに成り得る方式である。 

（４）また，「タップ戻し制御」の際には，制御後の電圧の推定計算を行っているため，タ

ップ制御のハンチング現象を防止した方式である。 

本システムの有効性を確認するためにシミュレータを開発し，モデル系統上で計算機シ

ミュレーションを行った。その結果，柔軟な配電フィーダの電圧制御が実現できることを確

認した。 
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 2.2.1 提案方式の概要 

図 2.2 の簡単な配電線フィーダを用いて，提案方式の基本的な考え方を説明する。同図に

おいて，SS は配電用変電所，Feeder #1 は配電線フィーダ，PTr1～PTr7 は柱上変圧器である。

PTr の 2 次側母線の黒の矢印は負荷需要，白の矢印は PV などの分散電源の発電出力を示し

ている。 

 

PTr1 PTr2 PTr3 PTr4 PTr5 PTr6 PTr7
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LRT

Load Generation (DG)

SS

 

図 2.2 簡単な配電線フィーダモデル 

 

図 2.3 は制御対象の柱上変圧器のモデルである。同図において，PTr は一次側電圧 VPと二

次側電圧 VSと変圧器の通過電力として有効電力 PTと無効電力 QT を計測する。そして後述

の自律制御により PTr のタップ値を制御する。 

2 次母線電圧の評価には以下の 2 つの電圧を用いる。 

 (1) 運用目標電圧（VH-Target, VL-Target）： 

  VH-Target＝106 [V] 

  VL-Target＝98 [V] 

 (2) 許容電圧（VH-Limit, VL-Limit）： 

  VH-Limit＝107 [V] 

  VL-Limit＝95 [V] 

ここで，運用目標電圧は PV 発電電力の急激な低下による電圧低下が問題になるため，上

限を 106 [V]（許容電圧上限まで 1[V]の余裕），下限を 98 [V]（許容電圧下限まで 3[V]の余

裕）としている。 
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Vp

Vs

PT + j QT

TAP

P
L

+j Q
L PG +j QG

CAP ST = PT
2+QT

2

 

図 2.3 柱上変圧器モデル 

 

本システムでは，タップ戻し制御を導入している。連続的な運用を考えると，タップ戻し

が不要であるとの考え方もある。翌日の負荷と発電電力は平日・休日の違いや天候の違いに

より変化するため，タップ戻しによるタップ操作回数の変化は不明である。本システムで

は，シミュレーション用の負荷（PL, QL）と発電電力（PG, QG）は，初期値と最終値がほぼ

同一であるので，本システムではタップを初期値に戻している。 

タップの戻し制御には，柱上変圧器の容量 CAP と通過電力の皮相電力 STから算出される

（2.1）式のローディング値（Loading）を使用する。 

 
CAP

QP

CAP

S
Loading TTT
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  ………………………………………(2.1) 

本システムでは，2 次側電圧が上述の運用目標電圧（98[V]～106[V]）を逸脱した場合が「タ

ップ制御」のトリガーとなる。しかし，タップ値を変更した状況において，2 次側電圧が運

用目標電圧幅内に含まれる場合は，タップ値を制御前の値に戻すことが可能な状況にもか

かわらず，「タップ戻し制御」のトリガーを生成することが出来ない。このような状況に対

応するために本システムでは，（2.1）式で示したローディング値を用いている。 

ローディング値があらかじめ指定された値以下になった場合を「タップ戻し制御」のトリ

ガーとする。すなわち，PTr の通過電力が十分小さくなった場合に，「タップ戻し制御」の

可能性を検討し，可能であれば制御を行わせている。本システムでは，通過電力が十分小さ

くなった値として PTr の CAP の 20 %の値としている。 

「タップ戻し制御」の可否判定は，図 2.3 に対応した仮想系統上で VPに計測値をセットし

た潮流計算を実施して，VSを求めることにより実施する。VSが運用目標電圧を逸脱する場

合には，タップ戻しの制御は不可と判定する。 
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 2.2.2 柱上変圧器の自律制御 

図 2.4 に提案方式の自律制御の処理フローを示す。以下，同図内に付した処理番号[1]～[7]

を用いて処理内容について説明する。 

 

TAP Change
(Voltage up)

Sensing{VP, VS, PT, QT}

START

VS < VL-Target

VS > VH-Target

TAP Change
(Voltage down)

Yes

Yes

No

No

TAP Change
(Turning back)

ST<= ST_Target

Yes

No

[1]

[2]

[3]

[4]

[5]

[6]

[7]

& time>= PV-OFF-Time

図 2.4 自律制御の処理フロー 

 

[1] センシング：まず，センサーにより,VP，VS，PT，QTを計測する。 

[2] 運用目標電圧上限の違反判定：2 次側電圧 VSが運用目標電圧上限 VH-Target を逸脱するか

否かを判定し，逸脱があれば[3]へ，なければ[4]へ移る。 

[3] 電圧下げ制御：電圧下げ制御を実施するために，タップ値を変更する。 

[4] 運用目標電圧下限の違反判定：2 次側電圧 VS が運用目標電圧下限 VL-Target を逸脱するか

否かを判定し，逸脱があれば[5]へ，なければ[6]へ移る。 

[5] 電圧上げ制御：電圧上げ制御を実施するために，タップ値を変更する。 
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[6] タップ戻しのトリガーの判定：ローディング値があらかじめ指定された値以下で，かつ

PV が発電を停止する PV 出力 OFF 時刻以降であれば[7]へ移り，そうでなければ何もし

ない。PV 出力 OFF 時刻は，PTr が設置されている地区の日没時刻から設定する。たと

えば，広島地区の日没時刻は，17:00～19:27 であるので 19:30 を使用している。 

[7] タップ戻し制御：「タップ戻し制御」が可能か否かを仮想系統上の潮流計算で判定し，可

であればタップ値を変更し，否であれば何もしない。 

本システムは，以上の処理により自身で得られる情報のみを用いた自律制御を実現してい

る。この自律制御は，定周期（たとえば，60 秒）で動作する。 

 2.2.3 タップ戻し制御 

ここでは，前述した「タップ戻し制御」について説明する。図 2.5 は「タップ戻し制御」

を行わなかった場合の 2 次側電圧の変化の一例である。同図に示すようにシミュレーショ

ン終了時において，PTr6 と PTr7 のタップ値がシミュレーション開始時のタップ値の 1.00 に

戻されていないため，電圧も 98.9 [V]と低い電圧となっている。しかし，98.9 [V]は運用目標

電圧の範囲内であるため，前述のように「タップ戻し制御」のトリガーが生成されない。こ

のトリガーの生成方法には，さまざまな方法が考えられるが，本提案システムでは，簡単化

のためにローディング値と時刻を用いている。 

図 2.6 は，同一の条件で，ローディング値が 0.2 以下で，PV 出力 OFF 時刻以降の場合を

トリガーとしたものである。同図に示すようにシミュレーションの後半において「タップ戻

し制御」が実施され，シミュレーション終了時の電圧もシミュレーション開始時とほぼ同じ

電圧となっている。 
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図 2.5 2 次側電圧の変化の一例（タップ戻し制御なし） 

 

 

図 2.6 2 次側電圧の変化の一例（タップ戻し制御あり） 
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 2.2.4 タップ戻し制御の事前検証 

「タップ戻し制御」では注意すべきことがある。電圧の現在値が運用目標幅内にある場合

でも，「タップ戻し制御」でタップ値が変更されると運用目標幅を逸脱する場合がある。こ

のような場合には，タップ制御が実施され，再度，「タップ戻し制御」が可能な状況が発生

する。すなわち，タップ制御と戻し制御が交互に発生するハンチング状態になることが容易

に推測できる。したがって，提案システムでは以下のような「タップ戻し制御」の事前検証

を実施している。 

PTr に実装した制御用ソフトウェア上には，図 2.3 に示した仮想系統オブジェクトを実装

している。したがって，この仮想系統オブジェクト上でタップ値を変更した状態での潮流計

算を実施する。その際，潮流計算のスラック電圧の値には計測した VPをセットする。計算

の結果得られる VSは，タップ制御後の値と考えられるため，この値が運用目標電圧内にあ

るか否かで「タップ戻し制御」の事前検証を行うことができる。 

2.3 シミュレーション 

本システムの有効性を確認するため，シミュレータを開発し，シミュレーションを行った。 

 2.3.1 シミュレーション条件 

本シミュレーションでは，図 2.2 に示した配電系統モデルを用いた。このモデルは 6,600[V]

配電線で，線路インピーダンスは（0.14 + j 0.35）[Ω/km]，各区間長は 1.5[km]，全亘長は

10.5[km]を想定している。また，PTr は 1 台の容量 40 [kVA]の柱上変圧器を 100 台まとめて

1 つの PTr に縮約している（100 m当たり約 38 [kVA]）。すなわち，CAP = 4,000 [kVA]であ

る。また，タップ戻しのローディング値は 0.2 とした。同図の PTr1, PTr4 は居住地区で，朝

と夕方以降の需要が大きく，深夜に少量の発電があるとした。PTr2, PTr5, PTr6 はオフィス

で，昼間の需要が大きく，その間にはガスエンジン発電機も出力があるとした。これらの発

電電力も大学のガスエンジン発電機の運用パターンを加工して作成したものである。PTr3, 

PTr7 は PV 発電地区で，需要はなく（PL=0.0），昼間に PV 発電出力があるとした。 

シミュレーションに用いた各 PTr の負荷と発電電力の値を図 2.7～2.9 に示す。 
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図 2.7 負荷の時間変化 

 

 

図 2.8 発電電力の時間変化（晴れ） 
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図 2.9 発電電力の時間変化（曇り） 

 

これらのデータは，広島工業大学図書館屋上に設置された PV の 1 分毎データの実測値を

加工（ベース電圧の変更と倍率の乗算）して作成したものである。 

まず，PV 発電電力は出力変動が大きい場合があるため，その様相の異なる 2 種類を準備

した。PV の発電出力を図 2.8～2.9 に示しているが，雲の影響で大きく変動していることに

注目されたい。また，10 km程度の配電線フィーダを想定しているために，連系している PV

の発電出力は同様な振舞いをするとして，2 つの PV 発電電力（PTr3 と PTr7 に接続）をほ

ぼ同期させている。 

次に，分散型発電電力として大学で平日の昼間に複数台稼働しているガスエンジン発電機

（単機定格出力：220 KW）の出力も用いている（PTr2, PTr5, PTr6）。ガスエンジン発電機は，

スケジュール運転により午前中に起動し，一定出力で運転され夕方に停止している。 

PTr の変圧比（タップ値）は，シミュレーション開始時に 1.0 とし，自律制御により 0.02

毎に制御可能限界値の 0.96～1.04 まで 5 段階の制御ができるものと仮定した。また，負荷

の力率は 0.98，発電電力の力率は 1.0 で一定とし，シミュレーションの制御時間間隔は 60[秒]

とした。 
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 2.3.2 ケーススタディ 

以下では，4 つのケースについて説明する。ケース 1～2 は上限逸脱，ケース 3～4 は下限

逸脱が発生するケースである。 

（１）ケース 1（上限逸脱；制御なし） 

まず，休日を想定し，図 2.7 の負荷電力を 5 分の 1 とし，発電電力は図 2.8 のものを与え

てシミュレーションを行った。その PV 発電電力の変動量は 1 分間で 60 [%]も降下している

部分もある。図 2.10 (a) はタップ制御を行わなかった場合の PTr の 2 次側電圧の変化であ

る。同図に示すように，太陽光発電所の発電出力が増加するにつれ，電圧上昇が発生し許容

電圧幅を逸脱している。 

（２）ケース 2（上限逸脱；制御あり） 

このケースは，ケース 1 と同条件で制御を行った場合である。PTr の 2 次側電圧の変化を

図 2.10 (b) に示す。同図に示すように，全ての 2 次側電圧は運用目標電圧幅以内に収まって

いる。 

（３）ケース 3（下限逸脱；制御なし） 

次に，平日を想定し負荷が大きい場合のシミュレーション結果を示す。負荷データは図

2.7，発電電力は図 2.9 のものを使用した。図 2.9 に示すように，ケース 1～2 の PV 発電電

力に比較して，発電を行っている時間帯において大幅に変動している。図 2.11 (a) はタップ

制御を行わなかった場合の PTr の 2 次側電圧の変化である。同図に示すように，負荷電力が

増加するにつれ，電圧の降下が発生し，多くの時間で許容電圧幅を逸脱している。 

（４）ケース 4（下限逸脱；制御あり） 

このケースは，ケース 3 と同条件で制御を行った場合である。PTr の 2 次側電圧の変化を

図 2.11 (b) に示す。同図に示すように，厳しい需給バランスの変動に対しても，全ての 2 次

側電圧が許容電圧幅以内に収まっている。 
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(a) 制御なし（ケース 1）. 

 

 

(b) 制御あり（ケース 2） 

図 2.10 シミュレーション結果 
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(a) 制御なし（ケース 3） 

 

 

(b) 制御あり（ケース 4） 

図 2.11 シミュレーション結果 
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 2.3.3 考察 

制御ありのケースであるケース 2 およびケース 4 の結果から明らかなように，提案方式は

PTr のタップを自律制御させることによる電圧の制御の可能性を示している。 

各ケースの許容電圧の上下限を逸脱した時間（分）を表 2.1 に示す。同表より，ケース 1

における電圧逸脱が発生している時間は，PTr6 で 286 分，PTr7 で 467 分であり，ケース 3

では PTr3 で 9 分，PTr4 で 86 分，PTr5 で 195 分，PTr6 で 175 分，PTr7 で 106 分であるが，

提案方式では全ての時間で許容電圧の違反が発生していないことがわかる。 

ケース 4（下限逸脱・制御あり）において注目すべきことがある。図 2.11 (b)のシミュレー

ション結果において，運用目標電圧（VL-Target）を逸脱している時間帯が見られる。この原因

は，PTR の制御可能タップ値（5 段階）をリミットまで使い切っていることを示している。

したがって，この時間帯で負荷が非常に大きくなれば，許容電圧（VL-Limit）を逸脱してしま

う可能性がある。このような場合には LRT などの他の電圧制御機器との協調が必要になる。 

また，タップ制御回数を表 2.2 に示した。ケース毎の各 PTr の上側の数字が電圧上げ制御

の回数，下側の数字が電圧下げ制御の回数である。両者の回数が等しいのは，「タップ戻し

制御」が機能しているためである。PTr 毎に見てみると，ケース 2 で最大 2 回の制御，ケー

ス 4 で最大 4 回の制御が行われていることがわかる。 

 

表 2.1 許容電圧の上下限を逸脱した時間（分） 

 PTr1 PTr2 PTr3 PTr4 PTr5 PTr6 PTr7 

Case 1（制御なし） 0 0 0 0 0 286 467 

Case 2（制御あり） 0 0 0 0 0 0 0 

Case 3（制御なし） 0 0 9 86 195 175 106 

Case 4（制御あり） 0 0 0 0 0 0 0 

 

以上の検討では，2.3.1 項のシミュレーション条件に示したように PTr は 5 段階の制御が

可能であるとしていた。このタップ値を｛0.96, 1.0, 1.04｝の 3 段階に変更して，同一のシミ

ュレーションを実施したが両ケースともに許容電圧の違反は発生しなかった。また，期待し

たようにタップ制御回数は減少している。減少した PTr の制御回数を表 2.2 の括弧内に記載

した。図 2.12 にケース 4 のタップ動作状況を示す。同図 (a) は 5 段階タップの場合，(b) は

3 段階タップの場合である。 
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表 2.2 タップ制御回数（上段：電圧上げ制御，下段：電圧下げ制御） 

 PTr1 PTr2 PTr3 PTr4 PTr5 PTr6 PTr7 

Case 2 
0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

Case 4 
0 

0 

1 

1 

2 (1) 

2 (1) 

2 

2 

2 

2 

2(1) 

2 (1) 

2 (1) 

2 (1) 
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(a) 5 段階タップの場合 

 

 

(b) 3 段階タップの場合 

図 2.12 タップ動作状況（ケース 4）  
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2.4 結言 

本章では，柱上変圧器の自律制御による配電線フィーダの新しい電圧制御方式を提案し

た。柱上変圧器にセンシングとタップ制御機能が追加されているものと仮定し，タップ制御

アルゴリズムを実装することによる電圧制御の可能性を示した。シミュレーションの結果

から，本方式は厳しい需給バランスの変動に対応できる可能性のある方式であると言える。 

本方式では，PTr を 100 台集約して 1 つの PTr として扱い，制御を実施している。実系統

への導入については，本章で前提としたセンシングとタップ制御機能を持った PTr は，従来

のものより価格が高いと考えられるため，全ての PTr を本章で仮定したものに変更するこ

とは考えにくい。しかしながら，より詳細にモデル化し，特に条件の厳しい箇所や需給バラ

ンスの変動が大きな箇所を対象として，部分的に導入する方法であれば実現可能な方法で

あると考える。 

今後の電力システムでは，配電線フィーダに連系する負荷や分散型電源，そして柱上変圧

器などの要素をインテリジェント化する新しい考え方が必要になると考えられる。負荷は

ピークシフトやピークカットなどの負荷平準化，分散型電源は無効電力の応援，柱上変圧器

はタップ制御などのインテリジェント化が考えられる。本方式は，その中で，柱上変圧器の

タップ制御に着目した方法であり，今後の新しい電力システムを構築する，すなわち電圧管

理技術を高度化する上での選択肢の１つであると考える。 

今後の課題としては，タップ戻しの要否や必要なタップ段数，夜間の DG 出力の急変，

LRT などの他の装置との協調，三相不平衡系統への拡張など実用レベルの検討が挙げられ

る。 

  



第 3 章 分散電源の力率制御による配電線フィーダ電圧制御方式 

34 

 

第3章 分散電源の力率制御による配電線フィーダ

電圧制御方式 

配電系統の電圧制御機器の中で，PV に併設される PCS（Power Conditioning System：パワ

ーコンディショナ）は，直流の電気を交流に変換する機器で，インバータの一種である。PV

の発電出力は直流であり，これを交流に変換することで，家庭内での利用や蓄電池への充電，

系統への連系などに適した，安定した出力に整える役割を担っている。また，系統連系規程

に定められている通り，電力会社と事前協議の上決定される固定力率での連系に対応する

ことと，PCS の出力端（連系点）での電圧を設定値以下にすることを目的として，有効電力

と無効電力制御，すなわち力率を制御する機能を有している。 

そこで本章では，図 3.1 の配電系統モデルに示すように，PCS を電圧制御機器と捉え，系

統状況に応じて力率を制御することで可能な限り力率を悪化させることなく電圧を適正範

囲内に保つ電圧制御方式を提案する。 

なお，本章の内容は，一連の研究成果をまとめた論文[30，31，36]に基づいたものである。 

 

 

 

 

 

SVR

PTr

Load

PTr

LRT

PCS
PV

PCS
PV

Load Load Load

Load PCS
PVSVC

CS

異系統

異系統

異系統

PTr

PTr

PTr

PTr

PTr

PTr

SVR

PCS
PV

Load

 

図 3.1 配電系統の PCS による電圧制御方式  

https://www.kankyo-business.jp/dictionary/002886.php
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3.1 緒言 

一般に，電圧調整は，配電用変電所の LRT（Load Ratio Transformer：負荷時タップ切換変

圧器）や，線路途中に設置される SVR（Step Voltage Regulator：電圧調整器）のタップ制御

で行われている。基本的に，LRT は配電用変電所の変圧器のタップ操作により 2 次母線の

電圧を制御し，当該母線に接続されている複数の配電線フィーダの送り出し電圧を一律に

上下する装置である。また，SVR は配電線フィーダの途中に設置されタップ操作により下

流側の電圧を上下させる装置である。 

しかし，PV が大量導入された状況を考えると，その出力変動に伴う電圧変動が各所で発

生し，その結果，配電線フィーダに与える電圧プロファイルの影響は，非常に複雑になるこ

とが予想される。すなわち，PV がどの配電線フィーダに接続されるのか，どの場所に設置

されるのか，また，容量はどのくらいかによって，その状況は大きく異なってくる。したが

って，これまでのように，全ての配電線フィーダの電圧プロファイルが下流側で低いといっ

た状況ではなくなり，逆に，PV が大量導入されたフィーダの電圧プロファイルは下流側が

高いという状況が発生することもある。すなわち，フィーダ 1 では上限電圧逸脱，フィーダ

2 では下限電圧逸脱といった状況が同時に発生することも予想される。このような状況にな

ると，送り出し電圧を一律に上下する LRT での対策は取れなくなる。また，線路途中に導

入されている SVR のタップ管理の複雑化とともに，SVR の新設なども必要になることが予

想される。 

以上のように，PV が大量導入された状況では，既存の LRT や SVR での対処が困難にな

ることが予想される。したがって，配電線フィーダへ無効電力を効果的に注入（もしくは吸

収）し電圧プロファイルを適正化する新たな方式の開発が望まれている。 

このような現状で，本章では配電線フィーダ電圧制御の一手法として，時々刻々と変化す

る系統状況に応じて，PV に併設される PCS で発電電力の力率を変更し，系統の電圧を適正

範囲内に保つ電圧制御方式を提案する[30，31，36]。 

3.2 提案する電圧制御方式 

本章では，マルチエージェントを用いて複数の分散型電源の力率制御を協調させ，制御パ

ラメータのチューニングが不要である電圧制御方式を提案する。この方式は，できる限りフ

ィーダ内の分散型電源の無効電力供給量を調整して，厳しい需給バランスの変動に対応で

きる自己完結型（1 つのフィーダ内で完結する）の電圧制御方式である。ここで，フィーダ

内の全ての分散型電源を活用しても電圧違反が残る場合には，たとえば文献[21]のような
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LRT 制御との協調が必要となるが，本章では 1 つのフィーダ内で完結する方式の開発を目

指し，LRT との協調方式は，第 4 章で述べる。 

本システムは，配電線フィーダに対応する“フィーダエージェント(F_AG)”に，連系する

需要家や太陽光発電所の母線に対応する“母線エージェント（B_AG）”からの情報を集約し，

できる限りフィーダ内の分散型電源の無効電力供給量（力率）を調整して，分散型電源の連

系点の電圧を目標範囲内に維持させる方式である。 

図 3.2 は分散電源の力率制御による電圧制御の概念を示したものである。同図に示すよう

に，力率を変更すると系統に対して無効電力を注入（もしくは吸収）することが出来るため，

無効電力制御による電圧制御の研究も数多く実施されている[9,11,12,14-39,43,44,46,47,51-58]。 

しかしながら，現状の系統連系規程では，一定力率での連系が規定されているため，系統

電圧上昇対策のため，力率 1.0 以外の固定値で連系した場合は，力率 1.0 で連系可能な期間，

すなわち出力抑制なしで連系しても電圧上昇の問題が発生しない期間においても一定とな

っており，売電側からみるとこの期間は不必要に無効電力を発生させ，有効電力（売電量）

を減らす機会が増えることになる。 

電圧上げ制御
P'+jQ

電圧下げ制御
P'-jQ

+jQ

-jQ

P'
P'

力率変更

P

 

図 3.2 力率制御による電圧制御の概念 

 

本方式の特長を以下に示す。 

（１）本方式は，F_AG が配電線フィーダに連系する B_AG の分散型電源の力率を制御し，

無効電力配分を協調させ母線の電圧プロファイルを運用目標電圧幅以内に保つ自己完結型

の方式である。 

（２）F_AG には，電圧プロファイルを適正化するためのアルゴリズムを知識モジュールの

形式で複数実装している。すなわち，需要家や PV 母線の電圧制御をするための「電圧改善

モジュール」と分散型電源の力率を改善するための「力率改善モジュール」を用いて，分散

型電源の有効電力と無効電力の制御量を決定している。 
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（３）各知識モジュールは，制御実施後の系統状況を“仮想系統”上で電力潮流問題を繰り

返し解くことにより制御量を決定している。したがって，時々刻々と変化する配電線フィー

ダ内の厳しい需給バランスの変動に対応することが可能な方式となっている。この電力潮

流問題を解くことを本論文では以後“電圧推定計算”と呼ぶ。 

（４）本方式における制御量（力率）は，複数回この電圧推定計算を試行して決定するため，

複雑な制御則の実装や制御パラメータのチューニングが不要である。また，本方式は，同時

に複数個所の制御が可能な方式となっている。 

（５）マルチエージェントシステムを採用することで，各エージェントの複製が容易に行え

るため，配電線フィーダが増設されれば F_AG を，連系する需要家や太陽光発電所が増設さ

れれば B_AG を複製することで対応可能なため，系統状況の変化対して柔軟なシステムで

ある。 

 3.2.1 提案方式の概要 

図 3.3 の簡単な配電線フィーダを用いて，本方式の基本的な考え方を説明する。同図にお

いて，SS は配電用変電所，R1～R2 は住宅団地などの居住地区，F1～F2 は工場，O1 はオフ

ィス，PV1～PV2 は大規模な太陽光発電所である。居住地区，工場，オフィスにも PV やガ

スエンジンなどの分散型電源が接続しているとする。本方式は，これらの発電電力の力率を

調整し，無効電力配分を協調させることにより，配電線フィーダの電圧分布を適正な範囲に

収めようとするものである。 

 

R1 F1 R2 O1 F2PV1 PV2

: CB : Sectionalizing Switch

SS

 

図3.3 配電線フィーダモデル 

 

F_AG には情報を集中させ配電線フィーダの状況を確認しながら電圧制御の意思決定（分

散型電源の力率の決定）を行わせる。この際，制御後の電圧分布は，後述の電圧推定計算に

より求める。仮想系統上でこの電圧推定計算を繰り返すことにより，各母線の無効電力配分

を決定させるのが，本方式の特徴である。 
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本章では配電系統全体から見て局所的に電圧異常が発生しているフィーダ内での自己完

結型の自律分散制御の実現を目指している。このような自己完結型の制御が実現できれば，

今後配電系統の各所でばらばらに発生することが予想される電圧の上限逸脱や下限逸脱を

抑え込むことが可能であると考えられるからである。 

 3.2.2 電圧推定計算 

制御方針が決定されたら，制御後の母線電圧プロファイルを評価するために，配電用変電

所の 2 次側母線をスラックとした潮流計算を実施する。提案システムはニュートン・ラフソ

ン法による潮流計算を用いている。そのアルゴリズムの概要を以下に示す。 

（ステップ 1）配電線フィーダのパラメータ（インピーダンスなど）を用いて Y 行列を作成

する。 

（ステップ 2）反復回数を k=0 とし，配電用変電所２次母線電圧の p.u 値をスラック母線の

電圧にセットする。 

（ステップ 3）ミスマッチを計算する。 

……………………………………………(3.1) 

ここで，P
sp
i ，Q

sp

i はノード i の有効電力と無効電力の指定値である。本方式の力率の制御

とは，太陽光発電所と分散電源に対応する P
sp
i とQ

sp

i の値を更新することである。また，(1)

式の第 2 項の電力方程式は次式で表される。 

 

………………………(3.2) 

 

ここで， iiV  ：ノード i の複素電圧， iijY  ：Y 行列の( i , j )要素である。 

（ステップ 4）ヤコビ行列を計算する。 

……………………………………………………………(3.3) 

ここで，J1～J4：たとえば文献[59]参照。 
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（ステップ 5）修正方程式を解く。 

 …………………………………………(3.4) 

（ステップ 6）解を更新する。 

 ……………………………………………………(3.5) 

（ステップ 7）収束判定をし，収束ならば終了する。それ以外であれば，k=k+1 として（ステ

ップ 3）へ戻る。 

 3.2.3 マルチエージェントでの実装 

ここでは 3.2.1 項で述べた電圧制御方式をマルチエージェントにより実現する方法につい

て説明する。図 3.4 は提案するマルチエージェントシステムの構成図である。同図は図 3.3

に対応したもので，網掛けの部分がエージェントである。同図に示すように，本システムは

1 つのフィーダエージェント（F_AG）と複数の母線エージェント（B_AG）の 2 種類のエー

ジェントから構成されている。B_AG は，メガソーラなどの大規模な太陽光発電所，住宅団

地などの居住地区，工場，オフィスに対応している。また，B_AG は負荷と分散型電源を保

持することが可能になっている。 

 

F_AG: Feeder Agent B0_AG - B7_AG: Bus Agent

B1_AG B2_AG B3_AG B4_AG B5_AG B6_AG B7_AG

B0_AG

F_AGSS

 

図3.4 提案するマルチエージェントシステム 

 

以下，各エージェントの機能と動作について説明する。 

（１）フィーダエージェント（F_AG） 

F_AG は，連系する母線電圧の電圧改善と力率改善を行う。このために，連系する B_AG

の分散型電源の力率の下限を 0.85 として協調させる。この力率の下限値は系統連系規程に

定められた値であり，本方式でもこの値を制御可能限界値としている。 

まず，電圧改善では連系する母線電圧が許容範囲を逸脱した場合に電圧制御方針を決定

する。各連系母線電圧の評価には，“許容電圧幅（V-Limit）”と“運用目標電圧幅（V-Target）”
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を用いる。運用目標電圧幅は，この値を逸脱すると提案システムの電圧制御機能が活性化す

るための閾値として利用している。 

・許容電圧幅（V-Limit）： 0.95～1.05 [p.u] 

・運用目標電圧幅（V-Target）： 0.96～1.04[p.u] 

次に，力率改善では上記の電圧改善で実施された力率下げ操作に対して力率改善が可能か

否かを検討する。これは，時々刻々と変化する需給状況によっては力率を改善できる可能性

が出てくるためである。 

（２）母線エージェント（B_AG） 

B_AG は F_AG からの要求に基づいて，現時刻の母線電圧と需要電力と発電電力（有効電

力と無効電力）を F_AG へ返答する。また，F_AG からの指令値（力率）に基づき分散型電

源の出力を変更する。 

（３）エージェントの処理 

図 3.5 にエージェントの状態遷移図を示す。エージェントは，状態遷移マシンとして実装

している。同図の丸印が状態を表している。F0～F3 が F_AG の状態，S0～S3 が B_AG の状

態である。マルチエージェントシステムを構築する上で重要なことは，エージェントの構造

を簡単にすることである。このようにすることによってオブジェクトのサイズを小さくし，

高性能な計算機を用いることなく多数のエージェントをシステム内に実装させることが可

能になる。本方式では各エージェントを図 3.5 に示すように 4 つの状態から構成させてい

る。状態 0（F0 や S0 に対応）は起動時の初期化，状態 1（F1 や S1）は環境の知覚，状態 2

（F2 や S2）は意思決定，および状態 3（F3 や S3）は環境への行為に対応している。 

 

F0

F1

F2

F3

S0

S1

S2

S3

M1

M2

M3

M4

F_AG B_AG

 

図3.5 エージェントの状態遷移図 
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一方，同図の M1～M4 はエージェント間で交換されるメッセージである。以下，簡単に

メッセージの内容について説明する。 

(1) タスク告示（M1）：F_AG から各 B_AG へ制御処理の開始を通知する。 

(2) 情報収集（M2）：B_AG は自身の母線電圧値と需要電力と発電電力を送信する。 

(3) 意思決定（M3）：F_AG は電圧異常があれば電圧改善モジュール，電圧異常がなければ

力率改善モジュールを用いて各 B_AG の分散型電源の力率を決定し，

その結果を B_AG に指示する。 

(4) 結果報告（M4）：B_AG は F_AG からの指示（力率）にしたがって分散型電源の出力を

変更したことを報告する。 

 3.2.4 制御戦略モジュール適用順の事前検証 

地方供給系統レベルで実施されている調相設備（SC/ShR）の制御方法は，まず，電圧が悪

化した SS の SC/ShR を制御し，次に下流側，そして上流側 SS の SC/ShR を制御する方法が

実施されている。これは，この順序で制御することが電圧改善に効果的に作用する（無効電

力に対する電圧の感度が大きい）ためである。文献[57]は，そのような順番で制御する方式

が示されている。この方法が配電線フィーダでも有効であるか否かを簡単な配電線フィー

ダのテスト系統で検証を実施した。 

図 3.6 に示す簡単な配電線フィーダのテスト系統上で制御位置の変化による電圧制御の

効果について確認する。同図において，ノード 0 は SS の 2 次側母線，ノード 3 が制御対象

ノードである。ブランチのインピーダンスは，6,600 [V] 配電線のデータ（後述の 3.3.1.1 シ

ミュレーション条件参照）を使用した。 

 

0 1 2 3 4 5

SS 制御対象ノード

 

図3.6 事前検証用モデル 

 

まず，制御対象ノードが他のノードより電圧が高くなる状況を設定し，各ノードの力率を

独立に 1.0 から 0.9 に変化させて，制御対象ノードの電圧がどのように変化するかをシミュ

レーションした。この場合，制御対象ノードの上流側ノード（ノード 1, 2）と下流側ノード

（ノード 4, 5）の分散型電源の出力（PG）を同一にするケース A と，異なるケース B～E

（PG1 < PG2, PG1 > PG2, PG4 <PG5, PG4 > PG5）計 5 つのケースについてシミュレーション
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し，制御対象ノードの電圧制御効果の大きさについて比較した。表 3.1 がその結果をまとめ

たものである。網掛けの部分が上流側および下流側で電圧制御効果の大きいものを示して

いる。 

同表の A の結果（ΔV3）は，制御対象ノードに対する制御効果が上流側より下流側が大き

いことを示している。B～E の結果は，上流側では近接ノードが，下流側では出力の大きい

ノードの制御効果が大きいことを示している。 

 

表 3.1 事前検証結果のまとめ 

Node No.  1 2 3 4 5 

PG [kW] 

A 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 

B 1,000 2,000 2,000 1,000 2,000 

C 2,000 1,000 2,000 1,000 2,000 

D 1,000 2,000 2,000 2,000 1,000 

E 2,000 1,000 2,000 2,000 1,000 

3033 VVV   [103× p.u.] 

A 0. 03 10.36 20.78 21.04 21.30 

B 0.02 10.35 20.75 10.33 21.25 

C 0.03 5.15 20.73 10.31 21.19 

D 0.02 10.34 20.73 20.96 10.36 

E 0.03 5.15 20.73 20.96 10.36 

V3：制御実施後電圧，V30：制御なし電圧 

 

また，制御対象ノードが他のノードより電圧が低くなる状況でも同一の結果が得られて

いる。したがって，文献[57]で示した地方供給系統での SC/ShR の制御順序が，配電線フィ

ーダでの力率制御の順番にも採用できることがわかる。 

なお，分岐の存在する一般的な配電線フィーダにおいては，シミュレーションの結果，制

御対象ノードより下流側での分岐の場合は下流側ノードとして扱えばよいという結果が出

ている。しかし，上流側での分岐の場合は制御効果が大きいノードが制御対象ノードの近接

ノードではないという結果が出ている。したがって，上流側のどのノードを制御するかにつ

いては今後の検討が必要である。 

この検証結果により，分岐のない配電線フィーダでも有効である結果が得られた。したが

って，本研究でもその知見に基づいて配電線フィーダに連系する分散型電源の力率を制御

する。すなわち，電圧改善は，まず自身の自律制御，次に他律制御（下流側，上流側の順番）

を実施するように構成する。一方，力率改善は力率の悪化を素早く抑制するために電圧改善
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とは逆順として，まず他律制御（上流側，下流側の順番），次に自身の自律制御を実施する

ように構成する。 

 3.2.5 電圧制御方式 

F_AG は B_AG の母線電圧が許容範囲を逸脱した場合に分散型電源の力率を制御する。本

方式の電圧制御は，知識モジュールを用いて実現している。知識モジュールは Java のクラ

スで定義され，図 3.7 に示すように 6 つのモジュール（F2_1～F2_6）を実装している。 

 

F2_7

F2_6

F2_5

F2_4

F2_3

F2_2

F2_1

power factor
improvement
knowledge module

voltage regulation
knowledge module

F2_0

 

図3.7 制御戦略モジュールの状態遷移図 

 

同図は，図 3.5 の状態 F2 の内部がこのような知識モジュールの状態遷移により実現して

いることを示している。F2_1～F2_3 が電圧改善モジュール，F2_4～F2_6 が力率改善モジュ

ールである。以下，各モジュールについて説明する。 

(1) 電圧改善・自律制御モジュール（F2_1） 

電圧異常があった場合に最初に適用される知識モジュールである。このモジュールは，最

大の電圧異常が発生している B_AG に対して，当該 B_AG の分散型電源のみで電圧異常の

解消を試みる。すなわち，自身の分散型電源の力率を順次下げて電圧推定計算を行う。その

結果，力率を下限まで下げても電圧異常が解消されない場合は F2_2 へ遷移し，解消された

場合は以降のモジュールの適用をやめ F2_7 へ遷移する。 

(2) 電圧改善・下流側制御モジュール（F2_2） 

このモジュールは，電圧異常の B_AG より下流側の B_AG の分散型電源の力率を順次下
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げて電圧異常の解消を試みる。この場合，下流側の分散型電源の設備容量の大きい順に

B_AG を選択し，その分散型電源の力率を順次下げて電圧推定計算を行い，制御量を決定す

る。その結果，下流側の全 B_AG の分散型電源の制御でも電圧異常が解消されない場合は

F2_3 へ遷移し，解消された場合は F2_7 へ遷移する。 

(3) 電圧改善・上流側制御モジュール（F2_3） 

このモジュールは，電圧異常の B_AG より上流側の B_AG の分散型電源の力率を順次下

げて電圧異常の解消を試みる。この場合，上流側の分散型電源の近接の順に B_AG を選択

し，その分散型電源の力率を順次下げて電圧推定計算を行い，制御量を決定する。通常はこ

の 3 つのモジュールの適用により電圧異常は解消される。なお，この時点でも電圧異常が解

消されない場合は，配電線フィーダ内の分散型電源のみでは適正な解が存在しないことを

意味している。その場合は，SS の LRT を制御し 2 次側母線電圧を変更し電圧異常を解消す

ることができるが，本論文ではフィーダ内での自己完結型のシステムの実現を目指してい

るため範囲外とする。 

(4) 力率改善・上流側制御モジュール（F2_4） 

時々刻々と変化する電力需要や分散型電源の出力に応じて，各 B_AG の分散型電源の力

率は変更されている。したがって，その時点の電圧プロファイルの状況では力率を改善させ

ることが可能な場合があるため力率改善を試みる。力率改善は電圧改善と逆の順序で適用

する。したがって，電圧異常がない場合に最初に適用される知識モジュールは上流側を対象

とするこの知識モジュールである。適用の順番は最後に電圧適正化の対象となった B_AG

から上流側の遠い B_AG から順次行う。力率改善の電圧推定計算の試行過程で電圧逸脱が

発生した場合は，その最後の制御を取消し，以降のモジュールの適用をやめ F2_7 へ遷移す

る。上流側の全 B_AG の力率を 1.0 まで改善しても電圧逸脱が発生しなかった場合は，さら

に力率改善をするために F2_5 へ遷移する。 

(5) 力率改善・下流側制御モジュール（F2_5） 

次に，下流側で上流側と同様な力率改善を試みる。この場合は分散型電源の設備容量の小

さい順に B_AG を選択する。 

(6) 力率改善・自律制御モジュール（F2_6） 

最後は自身の力率改善である。 

以上のように，力率改善は最後に電圧改善が行われた B_AG を基点として，電圧改善と

は逆順に処理を行わせている。このようにすることにより，自身のために協力してもらった

B_AG を優先して力率改善を行う仕組みを実現している。 
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3.3 シミュレーション 

本システムの有効性を確認するため，Java 言語を用いてマルチエージェントシステムを

開発し，シミュレーションを行った。以下では，3.3.1 項で，シングルフィーダを対象とし

て本方式を適用した場合のシミュレーション，3.3.2 項で，制御対象をマルチフィーダへ制

御対象を拡張する第一歩として 2 本のフィーダを対象として本方式を適用した場合のシミ

ュレーションについてそれぞれ述べる。 

 3.3.1 シングルフィーダを対象とした基本機能の確認 

本項のシミュレーションでは，1 つのフィーダを対象とする。 

  3.3.1.1 シミュレーション条件 

本項のシミュレーションでは，図 3.3 に示した配電系統モデルを用いた。このモデルは

6,600 [V] 配電線で，配電用変電所の各フィーダへの送り出し電圧は 6,600 [V] 一定とした。

線路インピーダンスは（0.14 + j 0.35）[Ω/km]，各区間長は 1.5 [km]，全亘長は 10.5 [km]を想

定している。また，同図に示す SS は配電用変電所，R1 は 200 戸程度（最大需要電力 680 

[kW]），R2 は 100 戸程度（最大需要電力 340 [kW]）の住宅団地などの居住地区，F1 は最大

需要電力 2,200 [kW]，F2 は最大需要電力 1,100 [kW]の工場，O1 は最大需要電力 1,900 [kW]

のオフィス，PV1 は最大発電電力 2,370 [kW]，PV2 は最大発電電力 3,550 [kW]の大規模な太

陽光発電所である。シミュレーションに用いた各 AG の負荷と発電電力の値を図 3.8～3.9 に

示す。これらの内，PV 発電出力のデータは，広島工業大学図書館屋上に設置された PV の

1 分毎データの実測値を 10 秒毎に加工（補完と倍率の乗算）して作成したものである。図

3.9 に示されているように太陽光発電所の発電出力は，雲の影響で大きく変動している。そ

の変動量は 1 分間で 60 [%]（12:07 の 2,898[kW]から 12:08 の 1,152[kW]まで）も降下してい

る部分もある。また，10 [km] 程度の配電線フィーダを想定しているため，連系している太

陽光発電所の発電出力は同様な振舞いをするとして，2 つの太陽光発電所（B3_AG と B7_AG）

の発電電力を同期させている。これは，制御に利用できる無効電力量も同期して小さくなる

ことを意味しているため，制御側からすると厳しい条件を設定していることになる。 

分散型電源の力率は，シミュレーション開始時に 1.0 とし，F_AG からの要求に基づいて

力率を 0.001 毎に制御可能限界値の 0.85 まで制御できるものと仮定した。なお，この値は

連系規定に定められている力率の下限である。また，負荷の力率は 0.98 で一定とし，シミ

ュレーションの制御時間間隔は 10 秒とした。なお，本シミュレーションでは電圧改善モジ
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ュールが動作するまでの時間遅れやモジュールの状態遷移の時間遅れはシミュレーション

の制御時間間隔の 10 秒に比べて短い時間であるとして無視している。 

 

 

図3.8 負荷曲線 

 

 

図3.9 発電電力曲線 
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  3.3.1.2 ケーススタディ 

以下では，4 つのケースについて説明する。ケース 1～2 は上限逸脱，ケース 3～4 は下限

逸脱のケースである。 

（１）ケース１（上限逸脱，制御なし） 

まず，休日を想定し，図 3.8 の負荷を半分にしてシミュレーションを行った。図 3.10 は力

率制御を行わなかった場合の各母線電圧の変化である。同図に示すように，太陽光発電所の

発電出力が増加するにつれ，電圧上昇が発生し B7_AG で許容電圧幅を逸脱している。 

（２）ケース２（上限逸脱，制御あり） 

このケースは，ケース 1 と同一条件で制御を行った場合である。各母線電圧の変化を図

3.11 に示す。同図に示すように，全ての母線電圧は運用目標電圧幅以内に収まっている。こ

れは，配電線フィーダに連系する分散型電源の無効電力を調整して得られた結果である。 

（３）ケース３（下限逸脱・制御なし） 

次に，平日を想定し，図 3.8～3.9 の負荷と発電データを用いてシミュレーションを行っ

た。図 3.12 は力率制御を行わなかった場合の各母線電圧の変化である。制御が実施されて

いないため，多くの時間で許容電圧幅を逸脱している。 

（４）ケース４（下限逸脱・制御あり） 

このケースは，ケース 3 と同一条件で制御を行った場合である。各母線電圧の変化を図

3.13 に示す。同図に示すように，全ての母線電圧は運用目標電圧幅以内に収まっている。 
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図3.10 ケース１（上限逸脱，制御なし） 

 

 

図3.11 ケース２（上限逸脱，制御あり） 
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図3.12 ケース３（下限逸脱・制御なし） 

 

 

図 3.13 ケース４（下限逸脱・制御あり） 
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  3.3.1.3 考察 

制御ありのケースであるケース 2 とケース 4 の結果から明らかなように，本方式は配電線

フィーダに連系している分散型電源の力率を調整することによる電圧制御の可能性を示し

ている。 

本方式は分散型電源の力率を制御しているので，ケース 4 において，動作したエージェン

トの力率の変化の一部を図 3.14 に示した（横軸：時間，縦軸：力率）。同図は電圧改善モジ

ュールと力率改善モジュールがすべて適用された時間帯である 18：25～18：45 の 20 分間

の結果を示したものである。以下，同図内に付した (i)～(iv) に対応させて簡単に説明する。 

(i) 最初に，B6_AG が運用目標電圧幅を逸脱したため，「電圧改善・自律制御モジュール

（F2_1）」が動作し，無効電力の必要量に応じて，制御可能限界値 0.85 まで力率を制御して

いる。 

(ii) 次に，時間の経過に伴って無効電力がさらに不足したため，「電圧改善・下流側制御モ

ジュール（F2_2）」が動作し，B7_AG の力率を制御している。 

(iii) その後，無効電力がさらに不足したため，「電圧改善・上流側制御モジュール（F2_3）」

が動作し，B5_AG の力率を制御している。 

(iv) 最後に，需給バランスの変化により，これまでに制御した B6_AG（自律），B7_AG（下

流），B5_AG（上流）の順番とは逆順に力率改善モジュールが動作し，力率の改善が行われ

ている。 

 

 

図 3.14 力率の変化（ケース 4） 

 

 

(i) 

(ii) (iii) 

(iv) 



第 3 章 分散電源の力率制御による配電線フィーダ電圧制御方式 

51 

 

表 3.2 は，ケース 4 のシミュレーション結果のまとめである。同表には，「制御された

B_AG」および「平均力率」を示している。母線 i の平均力率は，(3.6)式で算出したものであ

る。 






iTt

i
i

i tPF
T

I )(
1

………………………………………………………(3.6) 

ここで，t：時刻インデックス，Ti：母線 i に接続する分散型電源の発電出力がある期間， 

PFi(t)：母線 i に接続する分散型電源の力率である。 

平均力率は，制御なしの場合に運用目標電圧幅を逸脱する期間が最も長い B5_AG の力率

が最も低くなっている。しかし，その他の AG の力率は 99%程度となっており，平均力率の

悪化が抑えられている結果が示されている。これは電圧改善モジュールと力率改善モジュ

ールが有効に働き，まず自身の自律制御が実施され，次に他律制御として無効電力の不足分

を下流側，上流側の順番で注入したためである。 

 

表 3.2 シミュレーション結果のまとめ（ケース 4） 

 Controlled B_AG Average power factor (%) 

Case 4 

(proposed) 

B5_AG 98.52 

B6_AG 99.71 

B7_AG 99.90 
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 3.3.2 マルチフィーダ制御への拡張 

本項のシミュレーションでは，2 つのフィーダを対象とする。 

  3.3.2.1 シミュレーション条件 

本項のシミュレーションでは，図 3.15 に示した配電系統モデルを用いた。このモデルは

6,600[V] 配電線で，配電用変電所の各フィーダへの送り出し電圧は 6,600[V] 一定とした。

線路インピーダンスは（0.14 + j 0.35）[Ω/km]，各区間長は 1.5 [km]，全亘長は 10.5 [km]を想

定している。同図において，SS は配電用変電所，R1～R4 は住宅団地などの居住地区，F1～

F2 は工場，O1 はオフィス，PV1～PV6 は太陽光発電所である。居住地区，工場，オフィス

にも PV やガスエンジンなどの分散型電源が接続しているとする。また，配電線フィーダに

は分岐がなく，フィーダ内に 7 つのノードが直列に接続されているものとした。 

 

PV5 R4PV7PV6R3PV3 PV4

Feeder #2

PV2F2O1R2PV1R1 F1
SS

Feeder #1

B1 B2 B3 B4 B5 B6 B7

B8 B9 B10 B11 B12 B13 B14

 

図 3.15 配電線フィーダモデル（2 フィーダ） 

 

電圧の許容値は以下の値を用いた。 

・許容電圧幅（V-Limit）：0.941～1.059 [p.u] 

・運用目標電圧幅（V-Target）：0.970～1.030 [p.u] 

シミュレーションに用いた各 AG の 60 秒毎の負荷と発電電力のフィーダ毎の値を図 3.16

～3.18 に示す（図 3.16～3.17：Feeder #1；図 3.18：Feeder #2）。同図の横軸は時間を示し，縦

軸の上側は発電電力容量 [kW]，下側は負荷電力容量 [kW]を示している。図 3.16 は PV 発

電電力の変動が少ない日，図 3.17 は日中に晴れたり曇ったりを繰り返し PV 発電電力の変

動が大きい日を想定している。図 3.18 は Feeder #2 の負荷と発電電力を示している。ケース

1～2 ともに同一の PV 発電電力としている。この理由は，後述のように Feeder #2 は電圧の

上限逸脱の場合を想定しているため，図 3.17（Feeder #1）のような PV 発電電力の変動（急
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激な出力の低下）は，制御面からすると有利に働くことになるからである。 

また，負荷の力率は 0.98 で一定とした。分散電源の力率は，シミュレーション開始時に

1.0 とし，F_AG からの要求により力率を 0.001 毎に制御可能限界値の 0.900 まで制御できる

ものと仮定した。シミュレーションの制御時間間隔は 60 秒とし，24 時間分（1,440 ステッ

プ）実施した。 

 

 

図 3.16 負荷・発電電力曲線（ケース 1－Feeder #1） 

 

 

図 3.17 負荷・発電電力曲線（ケース 2－Feeder #1） 
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図 3.18 負荷・発電電力曲線（ケース 1，2－Feeder #2） 

  3.3.2.2 ケーススタディ 

以下では，4 つのケースについて説明する。ケース１～2 は PV 発電電力の変動が小さい

日の制御なしと制御あり，ケース 3～4 は PV 発電電力の変動が大きい日の制御なしと制御

ありの場合である。 

（１）ケース 1（制御なし） 

まず，PV 発電電力の変動が小さい日に対して，力率制御を行わなかった場合の各需要家

母線電圧の変化を図 3.19 に示す。同図に示すように，B1_AG～B7_AG が属する Feeder #1

では，朝の急激な負荷の立ち上がりがある時間帯と，PV の発電電力不足によって午後にも

電圧低下が発生し許容電圧幅の下限を逸脱している。また，B8_AG～B14_AG が属する

Feeder #2 では，PV の発電電力が過大になったため許容電圧幅の上限を逸脱している。 

（２）ケース 2（制御あり） 

このケースは，ケース 1 と同一条件で制御を行った場合である。各需要家母線電圧の変化

を図 3.20 に示す。同図に示すように，全ての時間で全ての需要家母線電圧は運用目標電圧

幅以内に収まっている。 

（３）ケース 3（制御なし） 

次に，図 3.17 のように PV 発電電力の変動が大きい場合の各需要家母線電圧の変化を図

3.21 に示す。同図に示すように，PV 発電電力低下時に許容電圧幅の下限を大きく逸脱して

いる。 

（４）ケース 4（制御あり） 

このケースは，ケース 3 と同一条件で制御を行った場合である。各需要家母線電圧の変化
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を図 3.22 に示す。同図に示すように，厳しい需要や発電電力の変動に対しても全ての時間

で全ての需要家母線電圧は運用目標電圧幅以内に収まっている。 

 

 

図 3.19 ケース１（制御なし） 

 

 

図 3.20 ケース 2（制御あり）  
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図 3.21 ケース 3（制御なし） 

 

 

図 3.22 ケース 4（制御あり） 

 

なお，使用した計算機は，Toshiba dynabook R63/PS16E (intel Core i5, 2.4GHz; RAM 4GB)で

ある。シミュレーション時間は，途中結果のファイル出力を含んで約 440 秒，1 ステップあ

たり約 300 ミリ秒であった。 
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  3.3.2.3 考察 

制御ありのケースであるケース 2 と 4 の結果から明らかなように，本方式は配電線フィー

ダに連系している分散電源の力率を調整することによるフィーダ毎の自己完結型電圧制御

の可能性を示している。 

本方式では力率を制御しているので，ケース 2 において，複雑な制御となった Feeder #1

に連系する AG の分散電源の力率の変化を図 3.23 に示した。同図において，横軸は時間，

縦軸は力率を示す。同図の(i)～(iii)は，下記の力率制御が実施されたことを示している。 

(i) 最初に，B5_AG が運用目標電圧幅を逸脱したため，電圧改善・自律制御モジュール（F2_1）

が動作し，制御可能限界値の 0.900 まで力率を制御している。 

(ii) 次に，時間の経過に伴って無効電力がさらに不足したため，電圧改善・下流制御モジュ

ール（F2_2）が動作し，B7_AG の力率を制御している。 

(iii) その後，需要や発電電力の変化により，先ほど制御した B7_AG の力率改善が可能な状

況になり，力率改善・下流側制御モジュール（F2_5）が動作し，力率の改善が行われている。

以下，同様な制御が実施されているが，省略する。 

また，表 3.3 はケース 2 の制御結果のまとめである。同表に示すように，制御した B_AG

に対して，電圧改善と力率改善モジュールが必ず対になって適用されていることに注目さ

れたい。まず，Feeder #1 について，制御対象となった B_AG の平均力率は，最初に運用目

標電圧幅を逸脱した B5_AG の力率が最も低くなっているが，その他の AG の力率は 99%程

度となっており，平均力率の悪化が抑えられている結果が示されている。B7_AG，B6_AG

が下流側制御，B3_AG が上流側制御に対応している。次に，上限逸脱が発生している Feeder 

#2 でも，同様な制御が実施され，表 3.3 に示すように B13_AG と B12_AG が制御対象にな

っている。平均力率は 98%以上であり，平均力率の悪化が抑えられている。 

 

 

図 3.23 力率の変化（ケース 2－Feeder #1） 
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表 3.3 シミュレーション結果のまとめ（ケース 2） 

 

 
Controlled B_AG Applied modules Average power factor (%) 

Feeder #1 

B5_AG F2_1, F2_6 96.0 

B7_AG F2_2, F2_5 98.8 

B6_AG F2_2, F2_5 99.8 

B3_AG F2_3, F2_6 99.9 

Feeder #2 
B13_AG F2_1, F2_5, F2_6 98.2 

B12_AG F2_1, F2_6 99.7 

 

本シミュレーションで用いたモデル系統は，簡単化のために配電線フィーダの 1.5 [km] 

毎に，事業所や住宅用の PV を集約している。したがって，連系台数の非常に多い低圧配電

系統の分散電源の実用レベルの評価においては，柱上変圧器を含むより詳細なモデルを用

いる必要があると考えられる。 
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3.4 結言 

本章では，厳しい需給バランスの変動に対応できる配電線フィーダの自己完結型の電圧

制御方式を提案した。本システムは簡単な機構によるマルチエージェントシステムではあ

るが，シミュレーションの結果からフィーダ内での自己完結型の自律分散制御の可能性を

示すことができた。また，現状の連系規程に則った固定力率での連系と比較して，平均して

高い力率で系統に連系することができ，需要家にとって売電量が増加する可能性があるこ

とを示した。さらに，実用規模への拡張の第一歩として，2 つのフィーダを制御対象とした

シミュレーションを行った。複数フィーダ制御においても，シミュレーションにより有効性

を確認すると共に，マルチエージェントシステムを採用したことで，容易に複数フィーダへ

の拡張が可能であることも確認できた。 

本方式では，分散電源の力率を動的に変更し，系統側に無効電力を注入もしくは吸収する

ことで配電線フィーダの電圧を適正範囲内に保つ制御を実施している。本方式を実系統へ

導入した場合，需要家にとっては，不必要な低力率での系統連系の削減による売電量の増加

が見込まれる。また，系統運用者側にとっては，本来制御することができない需要家の分散

電源を電圧制御機器と捉えることができ，従来型機器の新設や既設電圧制御機器の制御回

数削減などの効果が見込まれるため，双方にメリットがあると考える。 

今後の電力システムは，系統に連系する分散型電源を有効に活用する新たな考え方が必

要になると考えられる。本方式は，そのような方式の実現方式の１つであり，電圧管理技術

を高度化する上での選択肢の１つである。 

今後の課題は，LRTなどの他機器との協調制御など実用レベルの検討などが挙げられる。 
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第4章 分散電源の力率制御と LRT のタップ制御

による配電線フィーダ電圧制御方式 

配電系統の電圧制御機器の中で，配電用変電所の LRT（Load Ratio Transformer：負荷時タ

ップ切換変圧器）は，変圧器のタップ操作により母線の電圧を制御し，当該母線に接続され

ている複数の配電線フィーダの送り出し電圧を一律に上下する機器である。LRT の一般的

な制御方法として，目標とする電圧を負荷電流に応じて調整する LDC（Line Drop 

Compensation）方式と，あらかじめ決められた時間帯ごとのパターンに応じて制御されるプ

ログラムコントロール方式がある。 

第 3 章では分散電源の力率を制御することによって連系する配電線フィーダの電圧制御

を行う方式を提案し，シミュレーションにより提案方式の有効性を示したが，他の電圧制御

機器との協調制御などを課題として残していた。たとえば，他の電圧制御機器として，LRT

を選択すれば，フィーダ全体の広域的な電圧問題に対しては送り出し電圧を調整すること

で対処し，フィーダの一部分の局所的な電圧問題に対しては分散電源の力率制御で対処す

るといった方法も考えられる。 

そこで本章では，図 4.1 の配電系統モデルに示すように，第 3 章で提案した分散電源の力

率制御による電圧制御方式を基盤として，配電用変電所に設置される LRT との協調制御方

式を提案する。 

なお，本章の内容は，一連の研究成果をまとめた論文[33，39]に基づいたものである。 

SVR

PTr

Load

PTr

LRT

PCS
PV

PCS
PV

Load Load Load

Load PCS
PVSVC

CS

異系統

異系統

異系統
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PTr

PTr

PTr

PTr
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SVR
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図 4.1 配電系統の PCS と LRT の協調による電圧制御方式  
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4.1 緒言 

第 3 章では，フィーダ単位での自己完結型電圧制御方式を提案し，シミュレーションによ

り提案方式の有効性を示したが，フィーダ内の全ての分散電源の力率を制御可能限界値ま

で制御しても電圧違反が解決しない場合には，他の電圧制御機器との協調制御が必要にな

る。図 4.1 に示す配電系統の電圧制御機器の中で配電用変電所に設置される LRT は，変圧

器のタップ操作により 2 次母線の電圧を制御し，当該母線に接続されている複数の配電線

フィーダの送り出し電圧を一律に上下する装置である。この LRT との協調制御が可能にな

れば，第 3 章で示した方式によりフィーダ単位での電圧制御が可能であるため，連系する

B_AG の状況により，フィーダ毎に管理目標電圧を別々に設定した上で，LRT のタップ操作

で一律に電圧を調整するといった運用が考えられる。 

そこで，本章では，第 3 章で示した分散電源の力率制御による電圧制御方式を基盤とし

て，フィーダに連系する複数の分散電源の力率制御と配電用変電所の LRT のタップ制御の

協調制御による電圧制御方式を提案する[33，39]。本提案システムは，配電用変電所 LRT に対

応する“変電所エージェント（SS_AG）”と，配電線フィーダに対応する“フィーダエージ

ェント（F_AG）”と，連系する需要家や太陽光発電所の母線に対応する“母線エージェント

（B_AG）”を実装した 3 階層のマルチエージェントシステムであり，これらのエージェン

トの協調動作により，母線の電圧プロファイルを適切に保つ電圧制御方式である。 

4.2 提案する電圧制御方式 

本章の提案方式は，配電用変電所に接続された 1 つの配電線フィーダを対象とする。 

 4.2.1 提案方式の概要 

図 4.2 の簡単な配電線フィーダを用いて，提案方式の基本的な考え方を説明する。同図に

おいて，SS は配電用変電所，R1～R2 は住宅団地などの居住地区，F1～F2 は工場，O1 はオ

フィス，PV1～PV2 は大規模な太陽光発電所である。居住地区，工場，オフィスにも PV や

ガスエンジンなどの分散型電源が接続しているとする。本システムは，これらの分散電源の

力率制御と，SS の 2 次側電圧を一律に上げ／下げできる LRT のタップ制御を協調させるこ

とにより，配電線フィーダの電圧分布を運用目標電圧幅内に収めようとするものである。 

本方式の特徴を以下に示す。 

（１）F_AG はフィーダ内完結型制御を実施し，フィーダ内に解が存在しない場合には

SS_AG が LRT のタップを操作し，電圧制御を実施するという 2 階層の制御方式を実装して
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いる。 

（２）F_AG には，電圧プロファイルを適正化するためのアルゴリズムを知識モジュールの

形式で複数実装している。すなわち，需要家や PV 母線の電圧制御をするための「電圧改善

モジュール」と分散型電源の力率を改善するための「力率改善モジュール」を用いて，分散

型電源の有効電力と無効電力の制御量を決定している。 

（３）各知識モジュールは，制御実施後の系統状況を“仮想系統”上で電力潮流問題を繰り

返し解くこと（電圧推定計算）により制御量を決定している。したがって，時々刻々と変化

する配電線フィーダ内の厳しい需給バランスの変動に対応することが可能な方式となって

いる。 

（４）本方式における制御量（力率）は，複数回この電圧推定計算を試行して決定するため，

複雑な制御則の実装や制御パラメータのチューニングが不要である。また，本方式は，同時

に複数個所の制御が可能な方式となっている。 

（５）各知識モジュールはモジュール化しているため，適用順を変更することが容易であ

る。 

 

R1 F1 R2 O1 F2PV1 PV2

: CB : Sectionalizing Switch

SS

 

図4.2 配電線フィーダモデル 

 

 4.2.2 マルチエージェントでの実装 

ここでは，前項で述べた電圧制御方式をマルチエージェントにより実現する方法につい

て説明する。図 4.3 は提案するマルチエージェントシステムの構成図である。同図は図 4.2

に対応したもので，網掛けの部分がエージェントである。同図に示すように，本システムは

1 つのフィーダエージェント（F_AG）と 1 つの変電所エージェント（SS_AG）と複数の母

線エージェント（B_AG）の 2 種類のエージェントから構成されている。B_AG は，メガソ

ーラなどの大規模な太陽光発電所，住宅団地などの居住地区，工場，オフィスに対応してい

る。また，B_AG は負荷と分散型電源を保持することが可能になっている。 
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SS_AG: SubStation Agent, F_AG: Feeder Agent, B0_AG - B6_AG: Bus Agent

B0_AG B1_AG B2_AG B3_AG B4_AG B5_AG B6_AG

SS_AG

F_AGSS

 

図4.3 提案するマルチエージェントシステム 

 

以下，各エージェントの機能と動作について説明する。 

（１）フィーダエージェント（F_AG） 

F_AG は，連系する母線電圧の電圧改善と力率改善を行う。このために，連系する B_AG

の分散電源の力率の下限を 0.900 として協調させる。まず，電圧改善では連系する母線電圧

が許容範囲を逸脱した場合に電圧制御方針を決定する。各連系母線電圧の評価には，電気事

業法で定められた値である 101±6 [V]に対応する“許容電圧幅（V-Limit）”と“運用目標電圧幅

（V-Target）”を用いる。なお，力率を 0.900 まで制御しても電圧が V-Target 内に無いときは，

フィーダ内の無効電力が不足していることを意味する。この場合は SS_AG に LRT の送り出

し電圧調整を要請する。 

次に，力率改善では上記の電圧改善で実施された力率下げ操作に対して力率改善が可能

か否かを検討する。これは，時々刻々と変化する需給状況によっては力率を改善できる可能

性が出てくるためである。 

（２）変電所エージェント（SS_AG） 

SS_AG は，F_AG から LRT の送り出し電圧調整要請を受けると，LRT のタップを調整し，

送り出し電圧を変更する。 

（３）母線エージェント（B_AG） 

B_AG は F_AG からの要求に基づいて，現在時刻の母線電圧と次の制御時刻の需要電力と

発電電力の計算値（有効電力と無効電力）を F_AG へ返答する。ここで，発電電力の有効電

力と無効電力は現在の力率から算出した値である。また，F_AG からの指令値（力率）に基

づき分散電源の出力を変更する。 

（４）エージェントの処理 

図 4.4 にエージェントの処理を示す。エージェントは，状態遷移マシンとして実装してい

る。同図の丸印が状態を表している。マルチエージェントシステムを構築する上で重要なこ

とは，エージェントの構造を簡単にすることである。このようにすることによってオブジェ
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クトのサイズを小さくし，高性能な計算機を用いることなく多数のエージェントをシステ

ム内に実装させることが可能になる。状態 0（S0）は起動時の初期化，状態 1（S1）は環境

の知覚，状態 2（S2）は意思決定，および状態 3（S3）は環境への行為に対応している。本

方式では全てのエージェントを同図に示すように 4 つの状態から構成させている。 

 

S0

S1

S2

S3

State 0 : Initialization at startup

State 1 : Perception

State 2 : Decision making

State 3 : Action
 

図 4.4 エージェントの処理（状態遷移図） 

 

図 4.5 は，提案するマルチエージェントシステムの構成とエージェント間で交換されるメ

ッセージを示したものである。同図の M1～M5 はそれぞれの AG 間で交換されるメッセー

ジである。以下，簡単にメッセージの内容について説明する。 

[M1] タスク告示：F_AG から SS_AG と各 B_AG へ制御処理の開始を通知する。 

[M2] 情報収集：B_AG は自身の母線電圧値と次の制御時刻の需要電力と発電電力の計算値

を，SS_AG は現状のタップ値を送信する。 

[M3] 意思決定：F_AG は電圧異常があれば電圧改善モジュール，電圧異常がなく力率改善

が可能であれば力率改善モジュールを用いて各 B_AG の分散電源の力率を

決定し，指示する。 

[M4] 送り出し電圧調整依頼：F_AG は仮想系統上での電圧推定計算で，全ての分散電源の

力率を制御可能限界値まで制御しても電圧違反が解消しない場

合に，SS_AG に LRT の送り出し電圧調整を要請する。 

[M5] 結果報告：B_AG は F_AG からの指示（力率）にしたがって分散電源の出力を変更し，

SS_AG は F_AG からの要請にしたがって送り出し電圧を調整し，報告する。 
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F0

F1

F2

F3

S0

S1

S2

S3

M1

M2

M3

M5

F_AG B_AG

SS0

SS1

SS2

SS3

SS_AG

M1

M2

M4

M5
 

図4.5 エージェントの状態遷移図 

 

 4.2.3 電圧制御方式 

F_AG は B_AG の母線電圧が許容範囲を逸脱した場合に分散型電源の力率を制御する。本

方式の電圧制御は，知識モジュールを用いて実現している。知識モジュールは Java のクラ

スで定義され，図 4.6 に示すように 6 つのモジュール（F2_1～F2_6）を実装している。同図

は，図 4.5 の状態 F2 の内部がこのような知識モジュールの状態遷移により実現しているこ

とを示している。F2_1～F2_3 が電圧改善モジュール，F2_4～F2_6 が力率改善モジュールで

ある。 

 

F2_7

F2_6

F2_5

F2_4

F2_3

F2_2

F2_1

power factor
improvement
knowledge module

voltage regulation
knowledge module

F2_0

 

図4.6 制御戦略モジュールの状態遷移図（F_AG） 
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以下，各モジュールについて説明する。 

（１）電圧改善・自律制御モジュール（F2_1） 

電圧異常があった場合に最初に適用される知識モジュールである。このモジュールは，最

大の電圧異常が発生している B_AG に対して，当該 B_AG の分散型電源のみで電圧異常の

解消を試みる。すなわち，自身の分散型電源の力率を順次下げて電圧推定計算を行う。その

結果，力率を下限まで下げても電圧異常が解消されない場合は F2_2 へ遷移し，解消された

場合は以降のモジュールの適用をやめ F2_7 へ遷移する。 

（２）電圧改善・下流側制御モジュール（F2_2） 

このモジュールは，電圧異常の B_AG より下流側の B_AG の分散型電源の力率を順次下

げて電圧異常の解消を試みる。この場合，下流側の分散型電源の設備容量の大きい順に

B_AG を選択し，その分散型電源の力率を順次下げて電圧推定計算を行い，制御量を決定す

る。その結果，下流側の全 B_AG の分散型電源の制御でも電圧異常が解消されない場合は

F2_3 へ遷移し，解消された場合は F2_7 へ遷移する。 

（３）電圧改善・上流側制御モジュール（F2_3） 

このモジュールは，電圧異常の B_AG より上流側の B_AG の分散型電源の力率を順次下

げて電圧異常の解消を試みる。この場合，上流側の分散型電源の近接の順に B_AG を選択

し，その分散型電源の力率を順次下げて電圧推定計算を行い，制御量を決定する。この時点

でも電圧異常が解消されない場合は，SS_AG に LRT の送り出し電圧調整を要請する。 

（４）力率改善・上流側制御モジュール（F2_4） 

時々刻々と変化する電力需要や分散型電源の出力に応じて，各 B_AG の分散型電源の力

率は変更されている。したがって，その時点の電圧プロファイルの状況では力率を改善させ

ることが可能な場合があるため力率改善を試みる。力率改善は電圧改善と逆の順序で適用

する。したがって，電圧異常がない場合に最初に適用される知識モジュールは上流側を対象

とするこの知識モジュールである。適用の順番は最後に電圧適正化の対象となった B_AG

から上流側の遠い B_AG から順次行う。力率改善の電圧推定計算の試行過程で電圧逸脱が

発生した場合は，その最後の制御を取消し，以降のモジュールの適用をやめ F2_7 へ遷移す

る。上流側の全 B_AG の力率を 1.0 まで改善しても電圧逸脱が発生しなかった場合は，さら

に力率改善をするために F2_5 へ遷移する。 

（５）力率改善・下流側制御モジュール（F2_5） 

次に，下流側で上流側と同様な力率改善を試みる。この場合は分散型電源の設備容量の小

さい順に B_AG を選択する。 
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（６）力率改善・自律制御モジュール（F2_6） 

最後は自身の力率改善である。 

以上のように，力率改善は最後に電圧改善が行われた B_AG を基点として，電圧改善とは

逆順に処理を行わせている。このようにすることにより，自身のために協力してもらった

B_AG を優先して力率改善を行う仕組みを実現している。 

 

SS2_3

SS2_2SS2_1

TAP restoration
knowledge module

voltage regulation
knowledge module

SS2_0

 

図 4.7 知識モジュールの状態遷移図（SS_AG） 

 

次に，SS_AG は F_AG から送り出し電圧調整依頼を受けた場合に，LRT のタップを制御

する。本方式のタップ制御は力率制御と同様に，知識モジュールを用いて実現している。知

識モジュールは，図 4.7 に示すように 2 つのモジュール（SS2_1，SS2_2）を実装している。

同図は，図 4.5 の状態 SS2 がこのような知識モジュールの状態遷移により実現されているこ

とを示している。SS2_1 が電圧改善モジュール，SS2_2 がタップ戻しモジュールである。 

以下，各モジュールについて説明する。 

（７）電圧改善モジュール（SS2_1） 

このモジュールは，連系する全ての分散電源の力率制御可能限界値まで制御しても電圧

異常が解消されなかった場合に適用される知識モジュールである。F_AG から送り出し電圧

調整依頼を受けた場合に，V-Target 下限を逸脱していればタップ上げ制御を実施し，反対に

V-Target 上限を逸脱していればタップ下げ制御を実施し，SS2_3 へ遷移する。通常は，F2_1

～F2_3 とこのモジュールの適用により電圧異常は解消されるが，この時点でも電圧異常が

解消されない場合は，配電線フィーダ内の分散型電源の力率制御と LRT のタップ値制御の

みでは適正な解が存在しないことを意味している。その場合は，さらに別の電圧制御機器と

の協調が考えられるが，本章の範囲外とする。 

（８）タップ戻しモジュール（SS2_2） 

このモジュールは，F2_4 モジュールと同様に，刻々と変化する電力需要や分散電源の出
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力に応じて，その時点の電圧プロファイルの状況では LRT のタップを戻すことが可能な場

合があるため適用を試みる。仮想系統上の電圧推定計算でタップ戻しが可能であればこの

モジュールが適用され，SS2_3 へ遷移する。 

4.3 シミュレーション 

本システムの有効性を確認するため，Java 言語を用いてマルチエージェントシステムを

開発し，シミュレーションを行った。 

 4.3.1 シミュレーション条件 

本シミュレーションでは，図 4.2 に示した配電系統モデルを用いた。このモデルは 6,600[V]

配電線で，線路インピーダンスは（0.14 + j 0.35）[Ω/km]，各区間長は 1.5[km]，全亘長は

10.5[km]を想定している。同図において，SS は配電用変電所，R1～R4 は住宅団地などの居

住地区，F1～F2 は工場，O1 はオフィス，PV1～PV2 は大規模な太陽光発電所である。 

電圧許容値は以下の値を用いた。 

・許容電圧幅（V-Limit）： 0.941～1.059 [p.u] 

・運用目標電圧幅（V-Target）： 0.980～1.020 [p.u] 

シミュレーションに用いた各 AG の 60 秒毎の負荷と発電電力のフィーダ毎の値を図 4.8

に示す。同図の横軸は時間を示し，縦軸の上側は発電電力量[kW]，下側は負荷電力量[kW]

を示している。また，負荷の力率は 0.98 で一定とした。分散電源の力率は，シミュレーシ

ョン開始時に 1.0 とし，F_AG からの要求に基づいて力率を 0.001 毎に 0.900 まで制御でき

るものと仮定した。LRT のタップ値は，シミュレーション開始時に 1.0 とし，0.01 毎に 0.98

～1.02 まで制御できるものと仮定した。シミュレーションの制御時間間隔は 60 [秒]とし，

24 時間分（1,440 ステップ）実施した。 
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図 4.8 負荷・発電電力曲線 

 

 4.3.2 ケーススタディ 

以下では，3 つのケースについて説明する。ケース１は制御を行わなかった場合，ケース

2 は力率制御ありで LRT 制御なしの場合，ケース 3 は力率制御ありで LRT 制御ありの場合

である。 

（１）ケース 1（制御なし） 

まず，力率制御を行わなかった場合の各母線電圧の変化を図 4.9 に示す。同図の横軸は時

間，縦軸は電圧[p.u]である。同図に示すように，制御が実施されていないため，多くの時間

で運用目標電圧幅の下限を逸脱している。また，許容電圧幅の下限を逸脱している時間帯も

ある。 

（２）ケース 2（力率制御あり－LRT 制御なし） 

このケースは，ケース 1 と同一条件で分散電源の力率制御のみを行った場合である。各母線

電圧の変化を図 4.10 に示す。同図に示すように，全ての時間で全ての母線電圧は許容電圧

幅内に収まっているが，一部の時間帯で運用目標電圧幅の下限を逸脱している。 

（３）ケース 3（力率制御あり－LRT 制御あり） 

このケースは，ケース 2 と同一条件で LRT 制御を行った場合である。各母線電圧の変化

を図 4.11 に示す。同図に示すように，全ての時間で全ての母線電圧は運用目標電圧幅内に

収まっている。  
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図 4.9 各母線電圧の変化－ケース 1（制御なし） 

 

 

図 4.10 各母線電圧の変化－ケース 2（力率制御あり－LRT 制御なし） 

 



第 4 章 分散電源の力率制御と LRT のタップ制御による配電線フィーダ電圧制御方式 

71 

 

 

図 4.11 各母線電圧の変化－ケース 3（力率制御あり－LRT 制御あり） 

 

 4.3.3 考察 

ケース 2 と 3 の結果から明らかなように，本方式は分散電源の力率制御と LRT 制御の組

み合わせによる電圧制御の可能性を示している。 

本方式では分散電源の力率を制御しているので，ケース 2 と 3 の力率の変化を図 4.12～

4.13 に示す。同図において，横軸は時間，縦軸は力率を示す。また，ケース 3 では LRT の

タップ制御も実施しているので，タップ値の変化を図 4.14 に示す。 

 

 

図 4.12 力率の変化（ケース 2） 
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図 4.13 力率の変化（ケース 3） 

 

 

図 4.14 LRT タップ値の変化（ケース 3） 

 

また，表 4.1 は制御された B_AG と全時間の平均力率を示している。ここで，括弧内の数

字は，発電出力がある時間帯のみの平均力率である。 

ケース 2，ケース 3 共に，全ての B_AG の力率が制御されている。これは，図 4.10 に示

す通り，全ての分散電源の力率を 0.900 まで制御しても運用目標電圧幅を逸脱する時間があ

るためである。また，どちらのケースも制御対象ノードとなる時間が最も長かった B4_AG

の平均力率が一番悪化している結果となった。 

次に，ケース 2 とケース 3 を比較すると，ケース 3 の方が平均力率の悪化が抑えられて

いる結果が示されている。実際の売電量に関係する括弧内の数字に着目すると，ケース 2 で

は全 B_AG の平均は 97.892%で，ケース 3 では 99.235%である。このことは，需要家にとっ

ては，より多くの売電量が得られることを示している。 
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表 4.1 制御された B_AG と全時間の平均力率 

Case No. Controlled B_AG Average power factor [%] 

Case 2 

（力率制御あり， 

LRT 制御なし） 

B0_AG 98.812 (97.145) 

B1_AG 99.754 (99.561) 

B2_AG 99.630 (99.348) 

B3_AG 98.702 (96.879) 

B4_AG 94.453 (94.453) 

B5_AG 99.665 (99.329) 

B6_AG 99.042 (98.528) 

全 B_AG 98.580 (97.892) 

Case 3 

（力率制御あり， 

LRT 制御あり） 

B0_AG 99.986 (99.967) 

B1_AG 99.985 (99.973) 

B2_AG 99.957 (99.924) 

B3_AG 99.960 (99.904) 

B4_AG 96.192 (96.192) 

B5_AG 99.808 (99.614) 

B6_AG 99.480 (99.074) 

全 B_AG 99.338 (99.235) 
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4.4 結言 

本章では，分散電源の力率制御と配電用変電所 LRT のタップ制御を組み合わせた配電線

フィーダの電圧制御方式を検討した。本方式は，まずフィーダ内での自己完結型電圧制御を

実施し，配電用変電所 LRT のタップ制御を実施する 2 階層の制御方式である。3 種類のエ

ージェントによるシミュレーションの結果から，分散電源の有効活用に加えて，既存の電圧

制御機器である配電用変電所 LRT のタップを制御し，さらに，送り出し電圧を変更するこ

とによって，連系する母線電圧を適正範囲内に保つことが出来ることを示した。また，第 3

章で示した方式と比較して，力率制御量低減化，すなわち売電量増加の可能性を示した。 

本方式は，マルチエージェントシステムにより実現しており，各エージェントの電圧制御

制御戦略はモジュール化している。このため，適用順を変更することが容易であり，たとえ

ば，LRT のタップ制御を先に実施し，ある一定の限界値まで制御してもなお電圧違反が残

る場合に分散電源の力率制御を実施するといった運用も考えられる。 

今後の電力システムは，配電線フィーダに連系する負荷や分散型電源，そして既設電圧制

御機器をインテリジェント化する新しい考え方が必要になると考えられる。本方式は，その

ような方式の実現方式の１つであり，電圧管理技術を高度化する上での選択肢の１つであ

る。 

今後の課題は，より変化の激しい実データを用いた実用規模の配電系統での評価，他方式

との組み合わせ方式の検討などが挙げられる。 
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第5章 分散電源の力率制御とフィーダ間連系開閉器

制御の組み合わせによる配電線フィーダ電圧

制御方式 

配電系統の電圧制御機器の中で，CS（Connection Switch：連系開閉器）は，フィーダ間の

連系を制御する機器である。第 4 章では，第 3 章で提案した方式において，課題としていた

他の電圧制御機器との協調制御方式として，配電用変電所の LRT との協調制御方式を提案

した。さらに，他の方式としては，CS の開閉状態を制御し，系統構成を変更する方法でも

配電線フィーダの電圧分布を変更することが考えられる。 

そこで本章では，図 5.1 の配電系統モデルに示すように，分散電源の力率制御による電圧

制御方式を基盤として，他フィーダとの連系を制御するフィーダ間連系開閉器制御との協

調制御方式を提案する。 

なお，本章の内容は，一連の研究成果をまとめた論文[37]に基づいたものである。 
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図 5.1 配電系統の PCS と連系開閉器の協調による電圧制御方式  
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5.1 緒言 

本章では，第 3 章で示した電圧制御方式を基盤として，フィーダに連系する複数の分散電

源の力率制御とフィーダ間連系開閉器（CS）制御の組合せによる電圧制御方式を提案する

[37]。本提案システムは，配電線フィーダに対応する“フィーダエージェント(F_AG)”と複数

の F_AG 間の連系を管理する“フィーダグループエージェント(FG_AG)”，配電線に連系する

需要家や太陽光発電所の母線に対応する“母線エージェント（B_AG）”を実装した 3 階層の

マルチエージェントシステムであり，これらのエージェントの協調動作により，母線の電圧

プロファイルを適切に保つ電圧制御方式である。 

5.2 提案する電圧制御方式 

本章の提案方式は，配電用変電所に接続された 2 つの配電線フィーダを対象とする。 

 5.2.1 提案方式の概要 

図 5.2 の簡単な配電線フィーダを用いて，提案方式の基本的な考え方を説明する。同図に

おいて，SS は配電用変電所，Feeder #1～#2 は配電線フィーダ，B1～B14 は居住地区，工場，

オフィスなどに対応する母線，CS1～CS3 はフィーダ間連系開閉器，黒の矢印は負荷需要，

白の矢印は分散電源の発電出力を示している。 

 

B1 B2 B3 B4 B5 B6 B7

Feeder #1

Feeder #2
LRT

Load Generation (DG) Connection swich

SS

B8 B9 B10 B11 B12 B13 B14

CS1 CS2 CS3

 

図 5.2 簡単な配電線フィーダ 
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本方式は，図 5.2 の白の矢印で示した分散電源の力率を変更することにより，連系するフ

ィーダの電圧プロファイルを適切に保つ方式である。本方式では，電圧が下限逸脱している

場合には，分散電源の力率を制御し，電源から電力系統側に遅れ無効電力を供給することに

より逸脱解消を試みる。一方，電圧が上限逸脱している場合には，分散電源の力率を制御し，

電源から電力系統側に進み無効電力を供給することにより逸脱解消を試みる。 

本方式の特徴を以下に示す。 

（１）F_AG はフィーダ内完結型制御を実施し，フィーダ内に解が存在しない場合には

FG_AG が CS（連系開閉器）を操作し，電圧制御を実施するという 2 階層の制御方式を実装

している。 

（２）F_AG と FG_AG には，電圧プロファイルを適正化するためのアルゴリズムを知識モ

ジュールの形式で複数実装している。すなわち，需要家や PV 母線の電圧制御をするための

「電圧改善モジュール」と分散電源の力率を改善するための「力率改善モジュール」を用い

て，分散電源の有効電力と無効電力の制御量を決定している。 

（３）FG_AG は，フィーダ内の無効電力が不足した場合には，F_AG からの接続申請を受

信し，指定の CS を ON にすることで他フィーダから電力を融通する制御を実施している。 

（４）各知識モジュールは，制御実施後の系統状況を“仮想系統”上で電力潮流問題を繰り返

し解くことにより適切な制御量を決定している。この電力潮流問題を解くことを本章では

以後“電圧推定計算”と呼ぶ。本方式における制御量（力率）は，複数回この電圧推定計算を

試行して決定するため，複雑な制御則の実装や制御パラメータのチューニングが不要であ

る。また，本方式は，同時に複数個所の制御が可能な方式となっている。 

（５）現状の連系規程では，0.85 以上の固定力率での連系となっているが，本方式は管理目

標電圧からの逸脱が発生した場合に，動的にこの力率を変化させている。この結果，本方式

は固定力率で連系した場合と比べ需要家のメリットになり得る方式である。 

一般に，配電方式は放射状方式とループ状方式に大別され，放射状方式が広く採用されて

いる。両者を比較した場合，ループ状方式の方が電圧降下は少なく，信頼度が高くなるが，

保護が複雑になるなどの課題が指摘されている。本方式では，複数フィーダの制御方式の初

期の検討として CS 操作ではループ状方式を採用している。そのため，今後放射状方式との

比較検討が必要である。 
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 5.2.2 マルチエージェントでの実装 

ここでは，前項で述べた電圧制御方式をマルチエージェントにより実現する方法につい

て説明する。図 5.3 は提案するマルチエージェントシステムの構成図である。同図は図 5.2

に対応したもので，網掛けの部分がエージェントである。同図に示すように，提案システム

は 1つのフィーダグループエージェント（FG_AG）と 2つのフィーダエージェント（Fk_AG）

（k はフィーダ番号）と複数の母線エージェント（Bi_AG）（i は Bus 番号）の 3 種類のエー

ジェントから構成されている。B_AG は，メガソーラなどの大規模な太陽光発電所，住宅団

地などの居住地区，工場，オフィスに対応している。また，B_AG は負荷と分散電源の両方

を保持することが可能になっている。 

 

B8 B9 B10 B11 B12 B13 B14

B1 B2 B3 B4 B5 B6 B7

SS

FG : Feeder Group Agent
F0 - F1: Feeder Agent
B0 - B14: Bus Agent

B0

F1

F0

FGCS1 CS2 CS3

 

図 5.3 提案するマルチエージェントシステムの構成図 

 

以下，各エージェントの機能と動作について説明する。 

（１）フィーダエージェント（F_AG） 

F_AG は，連系する母線電圧の電圧改善と力率改善を行う。このために，連系する B_AG

の分散電源の力率の下限を 0.900 として協調させる。まず，電圧改善では連系する母線電圧

が許容範囲を逸脱した場合に電圧制御方針を決定する。各連系母線電圧の評価には，電気事

業法で定められた値である 101±6 [V]に対応する“許容電圧幅（V-Limit）”と“運用目標電圧

幅（V-Target）”を用いる。なお，力率を 0.900 まで制御しても電圧が運用目標電圧幅内に無

いときは，フィーダ内の無効電力が不足していることを意味する。この場合は FG_AG に他

フィーダとの接続申請を送信する機能を有している。 

次に，力率改善では上記の電圧改善で実施された力率下げ操作に対して力率改善が可能か

否かを検討する。これは，時々刻々と変化する需給状況によっては力率を改善できる可能性

が出てくるためである。 
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（２）フィーダグループエージェント（FG_AG） 

FG_AG は，F_AG から 1 つでも接続申請を受けると，図 5.3 中の CS1～CS3 の 1 か所を

ON にする。連系する場所は電圧推定計算により決定している。具体的には，仮想系統上で

1 か所のみ CS を ON にした電圧推定計算を 3 回実施し，フィーダ内で電圧違反が解消でき

ない B_AG（Target-Bus）の電圧を最も大きく改善することができる CS１つを選択する。 

（３）母線エージェント（B_AG） 

B_AG は F_AG からの要求に基づいて，現在時刻の母線電圧と次の制御時刻の需要電力と

発電電力の計算値（有効電力と無効電力）を F_AG へ返答する。ここで，発電電力の有効電

力と無効電力は現在の力率から算出した値である。また，F_AG からの指令値（力率）に基

づき分散電源の出力を変更する。 

（４）エージェントの処理 

図 5.4 にエージェントの処理を示す。エージェントは，状態遷移マシンとして実装してい

る。同図の丸印が状態を表している。マルチエージェントシステムを構築する上で重要なこ

とは，エージェントの構造を簡単にすることである。このようにすることによってオブジェ

クトのサイズを小さくし，高性能な計算機を用いることなく多数のエージェントをシステ

ム内に実装させることが可能になる。状態 0（S0）は起動時の初期化，状態 1（S1）は環境

の知覚，状態 2（S2）は意思決定，および状態 3（S3）は環境への行為に対応している。本

方式では全てのエージェントを同図に示すように 4 つの状態から構成させている。 

 

S0

S1

S2

S3

State 0 : Initialization at startup

State 1 : Perception

State 2 : Decision making

State 3 : Action
 

図 5.4 エージェントの処理（状態遷移図） 
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図 5.5 は，提案するマルチエージェントシステムの構成とエージェント間で交換されるメ

ッセージを示したものである。同図の[1]～[4]は F_AG と B_AG 間，[5]～[8]は FG_AG と

F_AG 間で交換されるメッセージである。以下，簡単にメッセージの内容について説明する。 

 

B0_AG B7_AG

F0_AG

B14_AGB0_AG

FG_AG

[1]

[2]

[3]

[4]

[7]

[8][6]

[5]

 

図 5.5 提案するマルチエージェントシステムの構成とエージェント間メッセージ 

 

[1] タスク告示：F_AG から各 B_AG へ制御処理の開始を通知する。 

[2] 情報収集：B_AG は自身の母線電圧値と次の制御時刻の需要電力と発電電力の計算値を

送信する。 

[3] 意思決定：F_AG は電圧異常があれば電圧改善モジュール，電圧異常がなく力率改善が

可能であれば力率改善モジュールを用いて各 B_AG の分散電源の力率を決

定し，指示する。 

[4] 結果報告：B_AG は F_AG からの指示（力率）にしたがって分散電源の出力を変更し，

報告する。 

[5] 接続申請：フィーダ内の無効電力が不足した場合に F_AG から FG_AG へ接続申請を送

信する。なお，接続後 F_AG は FG_AG からの指示を連系する B_AG に送信

する。 

[6] 接続通知：FG_AG は仮想系統上で電圧推定計算を実施し，当該時刻において適する CS

を ON にするとともに，各 B_AG の力率を F_AG に通知する。 

[7] 切断申請：接続後，F_AG は FG_AG の指示を B_AG に送信するが，自身でも他フィー

ダと連系する前の系統を仮想系統上に保持し，電圧推定計算を継続して実施

している。この電圧推定計算で全ての分散電源の力率が 1.0 の状態で全ての

母線電圧が許容電圧幅内であれば FG_AG に切断申請を送信する。 
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[8] 切断通知 

FG_AG は接続申請を送信した全ての F_AG から切断申請があった場合に CS を切断し，

F_AG に CS を切断したことを通知する。なお，CS 切断操作に関しては，積分制御等のハン

チング防止対策が必要であるが，本方式では実装していない。これは，CS の切断後は全て

の分散電源の力率が 1.0 であるため，F_AG の機能によりある程度電圧制御が可能だからで

ある。 

 5.2.3 電圧制御方式 

F_AG は B_AG の母線電圧が許容電圧幅を逸脱した場合に分散電源の力率を制御する。本

方式の電圧制御は，知識モジュールを用いて実現している。知識モジュールは Java のクラ

スで定義され，図 5.6 に示すように 6 つのモジュール（S2_V1～S2_V3, S2_R1～S2_R3）を

実装している。同図は，図 5.5 の FG_AG，F_AG がこのような知識モジュールの状態遷移に

より実現されていることを示している。S2_V1～S2_V3 が電圧改善モジュール，S2_R1～

S2_R3 が力率改善モジュールである。以下，各モジュールについて説明する。 

 

S2_1

S2_R1S2_V1

S2_R3S2_V3

S2_V2 S2_R2

S0

S2_0

S3

S1

 

図 5.6 知識モジュールの状態遷移図 
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（１）電圧改善・自律制御モジュール（S2_V1） 

電圧異常があった場合に最初に適用される知識モジュールである。このモジュールは，最

大の電圧異常が発生している B_AG に対して，当該 B_AG の分散電源のみで電圧異常の解

消を試みる。すなわち，自身の分散電源の力率を順次下げて電圧推定計算を行う。その結果，

力率を 0.900 まで下げても電圧異常が解消されない場合は S2_V2 へ遷移し，解消された場

合は以降のモジュールの適用をやめ S2_1 へ遷移する。 

（２）電圧改善・下流側制御モジュール（S2_V2） 

このモジュールは，電圧異常の B_AG より下流側の B_AG の分散電源の力率を順次下げ

て電圧異常の解消を試みる。この場合，下流側の分散電源の設備容量の大きい順に B_AG を

選択し，その分散電源の力率を順次下げて電圧推定計算を行い，制御量を決定する。その結

果，下流側の全 B_AG の分散電源の制御でも電圧異常が解消されない場合は S2_V3 へ遷移

し，解消された場合は S2_1 へ遷移する。 

（３）電圧改善・上流側制御モジュール（S2_V3） 

このモジュールは，電圧異常の B_AG より上流側の B_AG の分散電源の力率を順次下げ

て電圧異常の解消を試みる。この場合，上流側の分散電源の近接の順に B_AG を選択し，そ

の分散電源の力率を順次下げて電圧推定計算を行い，制御量を決定する。なお，この時点で

も電圧異常が解消されない場合は，FG_AG に接続申請を送信し，以降のモジュールの適用

をやめ S2_1 へ遷移する。 

（４）力率改善・上流側制御モジュール（S2_R1） 

時々刻々と変化する電力需要や分散電源の出力に応じて，その時点の電圧プロファイル

の状況では力率を改善させることが可能な場合があるため力率改善を試みる。力率改善は

電圧改善と逆の順序で適用する。したがって，電圧異常がない場合に最初に適用を試みる知

識モジュールはこのモジュールである。適用の順番は最後に電圧適性化の対象となった

B_AG から上流側の遠い B_AG から順次行う。力率改善の電圧推定計算の試行過程で電圧

逸脱が発生した場合は，以降のモジュールの適用をやめ S2_1 へ遷移する。上流側の全 B_AG

で電圧逸脱が発生しなかった場合は，更に力率改善をするために S2_R2 へ遷移する。 

（５）力率改善・下流側制御モジュール（S2_R2） 

次に，下流側で上流側と同様な力率改善を試みる。この場合は分散電源の設備容量の小さ

い順に B_AG を選択する。 

（６）力率改善・自律制御モジュール（S2_R3） 

最後は自身の力率改善である。 
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以上のように，電圧改善モジュール（S2_V1～S2_V3）は電圧異常が発生している B_AG

の電圧を調整する能力が高い B_AG から順に力率を調整している。また，力率改善モジュ

ール（S2_R1～S2_R3）は最後に電圧改善の対象となった B_AG を基点として，電圧改善と

は逆順に処理を行わせている。このようにすることにより，電圧改善のために力率を悪化さ

せる分散電源の数がなるべく少なくなる仕組みを実現している。 

5.3 シミュレーション 

本システムの有効性を確認するため，Java 言語を用いてマルチエージェントシステムを

開発し，シミュレーションを行った。 

 5.3.1 シミュレーション条件 

本シミュレーションでは，図 5.7 に示した配電系統モデルを用いた。このモデルは 6,600[V]

配電線で，線路インピーダンスは（0.14 + j 0.35）[Ω/km]，各区間長は 1.5[km]，全亘長は

10.5[km]を想定している。同図において，SS は配電用変電所，R1～R4 は住宅団地などの居

住地区，F1～F2 は工場，O1 はオフィス，PV1～PV7 は大規模な太陽光発電所である。 

電圧許容値は以下の値を用いた。 

・許容電圧幅（V-Limit）： 0.941～1.059 [p.u] 

・運用目標電圧幅（V-Target）： 0.980～1.020 [p.u] 

 

 

図 5.7 配電系統モデル 

 

シミュレーションに用いた各 AG の 60 秒毎の負荷と発電電力のフィーダ毎の値を図 5.8

～5.9 に示す。同図の横軸は時間を示し，縦軸の上側は発電電力量[kW]，下側は負荷電力量

[kW]を示している。また，負荷の力率は 0.98 で一定とした。分散電源の力率は，シミュレ
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ーション開始時に 1.0 とし，F_AG からの要求に基づいて力率を 0.001 毎に 0.900 まで制御

できるものと仮定した。シミュレーションの制御時間間隔は 60 [秒]とし，24 時間分（1,440

ステップ）実施した。 

 

 

図 5.8 負荷・発電電力曲線（フィーダ#1） 

 

 

図 5.9 負荷・発電電力曲線（フィーダ#2）  
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 5.3.2 ケーススタディ 

以下では，3 つのケースについて説明する。ケース１は制御を行わなかった場合，ケース

2 は力率制御ありで CS 制御なしの場合，ケース 3 は力率制御ありで CS 制御ありの場合で

ある。 

（１）ケース 1（制御なし） 

まず，力率制御を行わなかった場合の各母線電圧の変化を図 5.10 に示す。同図の横軸は

時間，縦軸は電圧[p.u]である。同図に示すように，B1_AG～B7_AG が属する Feeder #1 で

は，多くの時間で V-Limit 下限を逸脱している。また，B8_AG～B14_AG が属する Feeder #2

では，PV の発電電力が過大になったため多くの時間で V-Limit 上限を逸脱している。 

（２）ケース 2（力率制御あり－CS 制御なし） 

このケースは，ケース 1 と同一条件で CS を使用しないで制御を行った場合である。各母

線電圧の変化を図 5.11 に示す。同図に示すように，全ての時間で全ての母線電圧は V-Limit

内に収まっているが，Feeder #1 では，一部の時間帯で V-Target 下限を逸脱している。 

（３）ケース 3（力率制御あり－CS 制御あり） 

このケースは，ケース 2 と同一条件で CS を使用して制御を行った場合である。各母線電

圧の変化を図 5.12 に示す。同図に示すように，全ての時間で全ての母線電圧は V-Target 内

に収まっている。このケースでは，FG_AG が 7：23 に Feeder #1 から接続申請を受け CS2 を

ON にして，系統は図 5.13 のように変更された。その後，18：33 に Feeder #1 から切断申請

を受け CS2 を OFF にしている。 

 

 

図 5.10 各母線電圧の変化－ケース 1（制御なし） 
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図 5.11 各母線電圧の変化－ケース 2（力率制御あり－CS 制御なし） 

 

 

図 5.12 各母線電圧の変化－ケース 3（力率制御あり－CS 制御あり） 
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図 5.13 制御実施後の系統状況（ケース 3） 

7:23 18:33 
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 5.3.3 考察 

ケース 2 と 3 の結果から明らかなように，本方式は分散電源の力率制御と CS 制御の組み

合わせによる電圧制御の可能性を示している。 

本方式では分散電源の力率を制御しているので，ケース 2 と 3 の 7 時～19 時の力率の変

化を図 5.14～5.15 に示した。同図において，横軸は時間，縦軸は力率を示す。 

 

 

(a) フィーダ#1 

 

 

(b) フィーダ#2 

図 5.14 力率の変化（ケース 2） 
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(a) フィーダ#1 

 

 

(b) フィーダ#2 

図 5.15 力率の変化（ケース 3） 
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また，表 5.1 は制御された B_AG と全時間の平均力率を示している。ここで，括弧内の数

字は PV の発電出力がある時間帯のみの平均力率である。 

まず，ケース 2 は，フィーダ#1 で全ての B_AG の力率が制御されている。これは，図 5.11

に示す通り，全ての分散電源の力率を 0.900 まで制御しても V-Target を逸脱する時間がある

ためである。このため，同ケースのフィーダ#2 と比べて平均力率が低くなっている。しか

し，力率改善モジュールが有効に働き，平均力率が最も低い B6_AG で 95.3%となっており，

力率の悪化が抑制された結果が示されている。 

次に，ケース 3 は，平均力率は全ての B_AG で 99%以上となっており，CS を使用したこ

とにより平均力率の悪化が抑えられている結果が示されている。括弧内の数字に着目する

と，ケース 2 では 93.31～98.93%で，ケース 3 では全て 99%以上である。このことは，需要

家にとってはより多くの売電量が得られることを示している。 

 

表 5.1 制御された B_AG と全時間の平均力率 

Case No. Feeder No. Controlled B_AG Average power factor [%] 

Case 2 

（力率制御あり， 

CS 制御なし） 

Feeder #1 

B6_AG 95.349 

B7_AG 95.825 (93.313) 

B5_AG 96.099 

B4_AG 96.460 

B3_AG 97.031 (95.244) 

B2_AG 97.727 

B1_AG 97.860 

Feeder #2 

B13_AG 95.965 (93.537) 

B14_AG 96.207 

B12_AG 99.336 (98.937) 

Case 3 

（力率制御あり， 

CS 制御あり） 

Feeder #1 

B5_AG 99.819 

B7_AG 99.863 (99.780) 

B6_AG 99.811 

B4_AG 99.909 

B3_AG 99.946 (99.914) 

B2_AG 99.989 

Feeder #2 
B13_AG 99.902 (99.843) 

B11_AG 99.996 (99.993) 
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5.4 結言 

本章では，分散電源の力率制御と CS 制御を組み合わせた配電線フィーダの電圧制御方式

を検討した。本方式は，まずフィーダ内での自己完結型電圧制御を実施し，次にフィーダ間

連系制御を実施する 2 階層の制御方式である。3 種類のエージェントによるシミュレーショ

ンの結果から，分散電源の有効活用に加えて，系統構成を変更することにより，力率制御量

の低減化の可能性を示した。 

今後の電力システムは，配電線フィーダに連系する負荷や分散型電源，そして既設電圧制

御機器をインテリジェント化する新しい考え方が必要になると考えられる。本方式は，その

ような方式の実現方式の１つであり，電圧管理技術を高度化する上での選択肢の１つであ

る。 

今後の課題は，放射状方式との比較検討，実データを用いた実用規模の配電系統での評価，

他方式との組み合わせ方式の検討などが挙げられる。 
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第6章 結論 

本研究は，新時代の電力システムを構築する上で，いくつか存在する課題の中で，配電線

フィーダの電圧管理問題に焦点を当て，環境に合った新たな電圧制御方式を提案すること

を目的に遂行してきた。配電系統内の電圧制御機器に着目し，これらでセンシングされた結

果を基に，仮想系統上で制御戦略を決定した後に制御を実施することで，配電線フィーダの

電圧プロファイルを適正範囲内に保つ方式を提案した。本論文は，これらの研究成果をまと

めたものである。 

 

以下，各章の内容と得られた結果を要約する。 

 

 

（第 2 章）柱上変圧器タップの自律制御による配電線フィーダ電圧制御方式 

需要家に最も近い場所にある電圧調整機器である柱上変圧器（PTr: Pole mounted 

Transformer）に着目し，系統構成の変化や平日・休日負荷パターンの変化，および時間帯で

の負荷変動などに対応できるリアルタイム制御を考慮し，制御パラメータの変更が不要で

ある新しい電圧制御方式を提案した。本方式は，PTr に自身の電圧と電力のセンシングとタ

ップ制御機能を新たに実装すると仮定し，このセンシング結果から，PTr に実装した制御用

ソフトウェアの自律動作により，タップ値を制御し，厳しい需給バランスの変動に対応でき

る電圧制御方式である。まず，PTr の機能を概説し，本方式を実装した PTr を含む配電線フ

ィーダモデルを作成し，シミュレーションにより本方式の有効性を確認した。 

実系統への導入については，本方式をより詳細にモデル化し，特に条件の厳しい箇所や需

給バランスの変動が大きな箇所を対象として，部分的に導入する方法であれば実現可能な

方法であると考える。 

 

 

（第 3 章）分散電源の力率制御による配電線フィーダ電圧制御方式 

パワーコンディショナ（PCS：Power Conditioning System）を電圧制御機器と捉え，系統状

況に応じて力率を制御することで可能な限り力率を悪化させることなく電圧を適正範囲内

に保つ電圧制御方式を提案した。まず，PV に併設される PCS の機能と役割を概説した後，

簡単な配電線フィーダモデルを作成し，配電線フィーダに対応する“フィーダエージェント
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(F_AG)”と，連系する需要家や太陽光発電所の母線に対応する“母線エージェント（B_AG）”

の 2 種類のエージェントから構成されるマルチエージェントシステムを用いて計算機シミ

ュレーションを実施し，その有効性を示した。また，対象を複数フィーダ制御に拡張する第

一歩として 2 つのフィーダの電圧制御を実施し，本方式の有効性を示すと共に，マルチエー

ジェントシステムを採用したことによる系統状況の変更に対する拡張性も確認した。 

本方式を実系統へ導入した場合，需要家にとっては，不必要な低力率での系統連系の削減

による売電量の増加が見込まれる。また，系統運用者側にとっては，本来制御することがで

きない需要家の分散電源を電圧制御機器と捉えることができ，従来型機器の新設や既設電

圧制御機器の制御回数削減などの効果が見込まれる。そのため，双方にメリットがある方式

であると考えられる。 

 

 

（第 4 章）分散電源の力率制御と配電用変電所 LRT のタップ制御による配電線フィーダ

電圧制御方式 

第 3 章で有効性を示した分散電源の力率制御による電圧制御方式を基盤として，配電用

変電所 LRT（Load Ratio Transformer：負荷時タップ切換変圧器）のタップ制御を組み合わせ

た配電線フィーダ電圧制御方式を提案した。まず，LRT の機能と役割を概説した後，簡単な

配電線フィーダモデルを作成し，配電用変電所 LRT に対応する“変電所エージェント

(SS_AG)”と，配電線フィーダに対応する“フィーダエージェント(F_AG)”と，連系する需

要家や太陽光発電所の母線に対応する“母線エージェント（B_AG）”の 3 種類のエージェン

トから構成されるマルチエージェントシステムを用いて計算機シミュレーションを実施し

て，その有効性を示した。配電用変電所 LRT のタップを制御し，送り出し電圧を変更する

ことによって，連系する母線電圧を適正範囲内に保つと共に，力率制御量の低減化（売電量

増加）の可能性を示した。 

本方式は，マルチエージェントシステムにより実現しており，各エージェントの電圧制御

戦略はモジュール化している。このため，適用順を変更することが容易であり，たとえば，

LRT のタップ制御を先に実施し，ある一定の限界値まで制御してもなお電圧違反が残る場

合に分散電源の力率制御を実施するといった運用も考えられる。 
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（第 5 章）分散電源の力率制御とフィーダ間連系開閉器制御の組み合わせによる配電線

フィーダ電圧制御方式 

第 3 章の提案方式を基盤として，フィーダ間連系開閉器制御との組み合わせによる配電

線フィーダ電圧制御方式を提案した。まず，フィーダ間連系開閉器の機能と役割を概説した

後，簡単な配電線フィーダモデルを作成し，配電線フィーダに対応する“フィーダエージェ

ント(F_AG)”と複数の F_AG 間の連系を管理する“フィーダグループエージェント(FG_AG)”，

配電線に連系する需要家や太陽光発電所の母線に対応する“母線エージェント（B_AG）”の

3 種類のエージェントから構成されるマルチエージェントシステムを用いて計算機シミュ

レーションを実施して，その有効性を示した。また，シミュレーション結果から，分散電源

の有効活用に加えて，系統構成を変更することにより，力率制御量の低減化の可能性を示し

た。 

第 4 章では，第 3 章で有効性を示した分散電源の力率制御による電圧制御方式を基盤と

して，配電用変電所 LRT のタップ制御を組み合わせた配電線フィーダ電圧制御方式を提案

した。第 3 章と第 4 章の提案は，フィーダ内の要素を活用する方式であるのに対して，本章

では，系統構成を変更し，他フィーダの要素まで活用して電圧を適正範囲内に保つ方式であ

るため，前者とは別の手法であると言える。 
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本論文では，機器でのセンシング結果に基づいて，調整可能なタップ値や力率を自律的に

制御することによる電圧制御方式を提案した。シミュレーションにより有効性を示し，複数

の方式を提案できたことで，ある程度の成果を収めたと考えているが，不十分あるいは継続

した研究が必要であると考えられる部分もある。 

 

今後の課題として，さらに研究が必要と考えられる事項を以下に示す。 

 

(1) 下流側需要家の不公平解消 

本論文では，事前検証により制御戦略モジュールの適用順を決定している。しかしな

がら，本方式では，電圧改善モジュール適用の場合，自所→下流側→上流側としている

ため，立地による不公平が生じていると見ることが出来る。すなわち，下流側ほど力率

を悪化させる機会が多く発生するため，売電量を減少させる機会が多いことになる。こ

のため，一般の需要家を想定した場合には，この不公平を解消することを検討する必要

がある。 

 

(2) 実用化のための検討 

本論文では，柱上変圧器，PV に併設されるパワーコンディショナ，配電用変電所の

LRT，フィーダ間連系開閉器を制御対象機器として選択しているが，この他にも SVR

や SVC，蓄電池，EV なども存在している。配電系統の電圧制御は，様々な機器と制御

アルゴリズムが複雑に絡み合っている。これらを的確に連携し協調動作させることが

重要であると考えられる。このため，今後は，様々な機器と制御アルゴリズムを実装し

た，より詳細な配電系統モデルを作成し，時々刻々と変化する系統状況に合わせて，制

御を実施する方式の開発が必要である考えられる。また，このような方式を実現する際

には，タップ操作回数制約などを考慮した経済性や保守性の検討も必要である。 

 

以上，本論文で示した「再生可能エネルギー源の大量導入に対応した配電系統電圧管理技

術の高度化に関する研究」では，新しい環境における新しい電圧制御方式を提案することが

できたと考えている。本論文の内容は，電力系統全体から見ると，一部分の範囲を対象とし

たものに過ぎないが，今後のこの分野の研究発展の一助となれば幸いである。 
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付録 

付.1 本研究で対象とする範囲 

本研究では，付図 1 に示した電力系統全体の中で，赤線で囲んだ部分を対象としている。

これは，1.1.2 項で述べたスマートグリッド実現のための 6 つの主要な課題のうち『電圧管

理問題』に焦点を当て，配電線フィーダや配電用変電所よりも下流側を１つのグリッドとし

て捉え，グリッド内の要素を活用して電圧管理問題の解消を試みるものである。 

 

付図 1 電力系統（送配電ネットワーク）の概略 

 

付.2 売電量の比較 

第 3 章以降の提案方式では，連系規程に定められた固定力率での連系と比較して，平均力

率の悪化を低減することで売電量が増加する可能性があることを示した。ここでは，第 4 章

で示した力率制御と LRT 制御による電圧制御方式を採用した場合を例に，売電量の変化が

どの程度であるか比較する。 

一般に，雲の影響による出力低下や太陽光パネルの不具合発生等を考慮して，大規模太陽

光発電設備に併設される PCS の容量は，太陽光パネルの総発電容量よりも小さい場合が多

い。付図 2 左は発電量と売電量の関係を示したものである。同図に示すように，PCS 容量＜

発電量となった場合は，PCS 容量＝売電量となる。 
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付図 2 発電量と売電量の関係 

 

 付図 3 に示す売電量の比較では，4.3.2 項に示した結果を用い，PV1（最大発電電力：

2,370[kW]）の PCS 容量を 2,200[kW]とし，付図 2 右に示すように，PCS 容量よりも発電量

が大きい場合には PCS 容量分の有効電力（＝売電量 P’）と無効電力± jQ を出力できるもの

とした。同図は，24 時間分の積算電力量を示したもので，左から全量売電の場合，0.9 の固

定力率で連系した場合，提案方式の力率制御のみ行った場合，力率＋LRT 制御を行った場

合である。4.3.3 項での力率に着目した考察と同様に，固定力率での連系と比較して提案方

式は，売電量が多いことが確認できた。 

 

 

付図 3 売電量の比較 
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